
部局等名　総務部

項目 取組内容 予定等

県税（個人事業税、不
動産取得税、自動車
税）の減免、県税の申
告・納付等の期限延
長

・平成23年3月13日：県税の減免について各
地域県民局県税部へ通知
・平成23年3月25日：納税証明書の証明手数
料の減免について、各地域県民局県税部へ
通知、県税に関する申告・納付等の期限につ
いて、別途告示で定める日まで延長
・平成23年3月31日：八戸市、おいらせ町と連
携し、避難所で周知活動を実施
・平成23年4月1日：新聞広告による周知
・平成23年4月3、5、7日：免税軽油の引取方
法に関し、新聞広報等を実施
・平成23年4月14日：免税軽油使用者証の交
付手数料の不徴収について、各地域県民局
県税部へ通知
・平成23年5月2日：国税準拠税目（法人県民
税・事業税など）以外の県税について、延長期
限を6月30日とする旨を告示

新聞、ラジオ、ホームページ、市
町村広報紙等を活用し、広く制度
の周知を図っていくとともに、特例
措置を的確に実施

地方税法の改正を踏
まえた県税の特例措
置

①被災自動車に代わる自動車に係る自動車
税・自動車取得税の非課税措置、被災不動産
に代わる不動産に係る不動産取得税の課税
標準の特例措置
・平成23年4月20日：特例措置（自動車取得
税・自動車税）に関する事前広報を実施
・平成23年4月27日：県税条例を専決処分によ
り改正し、公布

②警戒区域内（福島第一原発から20㎞圏内）
に所在する被災自動車に代わる自動車に係
る自動車税・自動車取得税の特例措置、同警
戒区域内に所在する被災不動産に代わる不
動産に係る不動産取得税の課税標準の特例
措置
・平成23年8月12日：県税条例を専決処分によ
り改正し、公布
・同日：上記の特例措置に関する広報を実施

新聞、ラジオ、ホームページ、市
町村広報紙等を活用し、広く制度
の周知を図っていくとともに、特例
措置を的確に実施

今後の予定
プランの内容

取組状況

・平成23年4月27、28日：被災自動車の代替
自動車に係る自動車取得税・自動車税の非
課税措置、被災家屋等の代替家屋等に係る
不動産取得税の課税標準の特例措置等につ
いて、県のホームページ、自動車関係団体を
通じた広報を実施
・平成23年5月17日：自動車取得税・自動車税
の非課税措置について、国税局・運輸局と連
携し、自動車関係団体等に対して説明会を実
施
・自動車税の減免・代替自動車に係る自動車
取得税・自動車税の非課税措置について、被
災者等への広報を実施
 ・平成23年5月17日：八戸市の浸水区
 域内に事業所がある企業・団体等約
 ８０社に広報用チラシを送付
 ・平成23年5月18、19、20、26日：おい
 らせ工業団地内企業の被災従業員に
 説明会を実施し、広報用チラシ等を配
 付
 ・平成23年5月25、26、27日：八戸市、
 三戸町及び五戸町において、税務署
 及び商工会議所等と連携し共同説明
 会を実施
・個人県民税及び自動車税の減免等につい
て、テレビ・ラジオ・新聞での広報を実施
  ・平成23年6月5、12、18、19日:テレビ
  ・平成23年6月13、20、21、29日、7月
 7日：ラジオ
  ・平成23年6月16日、7月8、9日：新聞
 広告
・平成23年8月12日：警戒区域内（福島第一原
発から20㎞圏内）に所在する被災自動車及
び被災不動産に代わる自動車取得税・自動
車税及び不動産取得税の特例措置につい
て、県のホームページ、自動車関係団体を通
じた広報を実施

引き続き、広く制度の周知を
図っていくとともに、特例措置
を的確に実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（１）当面の生活資金の確保
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部局等名　総務部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

市町村税（個人市町
村民税、固定資産税
及び国民健康保険税
等）の減免・徴収猶予
等及び特別徴収から
普通徴収への変更に
対する配慮

・平成23年3月13日：各市町村に対し、市町村
民税の減免措置等に関し通知
・平成23年3月13日～：各市町村、関係団体等
に対し、国民健康保険税の減免措置等及び
公的年金からの特別徴収から普通徴収への
変更に関し通知

被災者に係る市町村税の減免に
関する調査等を行うとともに、法
律改正等に留意しながら、必要な
助言等を実施

・平成23年4月27日:各市町村に対し、東日本
大震災に係る地方税の取扱い等に関し通知
・平成23年4月27日:各市町村に対し、市（町・
村）税条例（例）等の一部改正に関し通知
・平成23年5月20日：第１期納期の到来に伴
い、各市町村に対し、市町村民税の減免措置
等の周知徹底に関し通知

引き続き、市町村に対して、震
災に関連した制度改正等につ
いて、速やかに情報提供して
いく。

項目 取組内容 予定等

○被災者生活再建支
援金の支給
被災者生活再建支援
法の適用、国への要
望

住宅の被害程度と再建方法に応じた支援金
を被災者生活再建支援法人が給付（費用負
担　国1/2　都道府県からの拠出金1/2）
平成23年3月13日　県内全域に同法を適用
【国への要望】
平成23年3月24日　支援金の上乗せ、早期支
給等柔軟な対応を要望
【現行制度】
　・基礎支援金
（被害程度による支給）：
全壊100万円、大規模半壊50万円支給（複数
世帯の場合）
・加算支援金
（再建方法に応じて支給）：
建設・購入200万円、補修100万円支給（複数
世帯の場合）

国に引き続き要望

・当該支援金支給事務を実施している（財）都
道府県会館に対し、支援金の早期支給に向
けて、事務処理体制の強化を図ること等を５
月３０日付け文書にて要望。

・東日本大震災に限り、国の補助率を80％
（現行50％）とする特例措置を設けるための
法律案が可決・成立（７月２５日）。

９月補正予算にて、被災者生
活再建支援基金に係る本県
負担分の拠出額の予算計上
を予定。

○被災者生活再建支
援金の支給
各市町村の窓口開設

平成23年3月16日　八戸市（福祉政策課）
平成23年3月18日　三沢市（生活安全課）
平成23年3月22日　階上町（保健福祉課）
平成23年3月31日　おいらせ町（介護福祉課）

４市町にて窓口開設中
引き続き、４市町にて窓口開
設

○被災者生活再建支
援金の支給
支援金の支給申請受
付状況

八戸市（全壊96件、大規模半壊32件、解体1
件）
三沢市（全壊14件、大規模半壊1件）
おいらせ町（全壊14件、大規模半壊8件）
階上町（全壊10件、大規模半壊2件、解体1
件）

4月28日、被災者生活再建支援
法人から被災者への第1回目の
支援金支給を実施
引き続き速やかに申請を受け付
けし、同法人へ送付

9月12日現在、基礎支援金４９７件、加算支援
金２５４件を申請。
9月12日現在、基礎支援金４８９件、加算支援
金２３１件に係る 約５億９千万円の支援金支
給。

引き続き、速やかな申請書類
の確認及び都道府県会館へ
の送付を実施

プランの内容
取組状況

今後の予定

今後の予定

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（２）　住宅確保の支援

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（１）当面の生活資金の確保
プランの内容

取組状況
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部局等名　総務部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

保護者の負担の軽減

・県立高校の入学料について、平成23年3月
30日付けで関係規則を改正し、被災生徒の入
学料を全額免除
・私立高校等に対する授業料軽減事業におけ
る家計急変の要件を拡充し、被災生徒の授業
料軽減額が最高額になる支援措置を講じるこ
ととして、平成23年4月7日付けで私立高校等
に周知し、適切な対応を要請

引き続き、被災者に対する情報提
供に努めるとともに、各学校に対
し、適切な対応を依頼
支援の財源となる基金の措置・充
実について、国に対して引き続き
要望

・国の平成２３年度第一次補正予算に伴い、
「私立学校被災幼児生徒授業料等減免事業
費補助」を実施することとし、６月補正で予算
措置
・平成23年8月31日付けで、私立学校23校に
対し、第１回目の私立学校被災幼児生徒授
業料等減免事業費補助金を交付

・10月に第２回目の私立学校
被災幼児生徒授業料等減免
事業費補助金を交付予定

被災地域からの児童
生徒に対する支援

・被災地域の児童生徒等の県内高校等への
転入学について、手続の弾力化を行い、速や
かに受入れる旨、平成23年3月24日付けで関
係県教育委員会等に通知［他県からの受入
児童生徒数：205名（平成23年4月22日現在）］

引き続き、被災者に対する情報提
供に努めるとともに、各学校に対
し、適切な対応を依頼

・5月1日現在、私立幼稚園21園で30名の被
災した幼児を受入
・国の平成２３年度第一次補正予算に伴い、
「私立学校被災幼児生徒授業料等減免事業
費補助」を実施することとし、６月補正で予算
措置
・平成23年8月31日付けで、私立学校23校に
対し、第１回目の私立学校被災幼児生徒授
業料等減免事業費補助金を交付

・引き続き私立学校の設置者
に対し、被災した幼児児童生
徒の適切な受け入れを要請
・10月に第２回目の私立学校
被災幼児生徒授業料等減免
事業費補助金を交付予定

（教育・福祉施設）

項目 取組内容 予定等

私立学校施設の復旧
支援

災害復旧事業の国庫補助申請等に係る私立
学校設置者への助言・支援

平成23年5月以降、適宜実施

・私立学校の施設被害の状況を把握するとと
もに、国の災害復旧事業補助対象要件等を
各私立学校設置者に周知
・8月10日までに、幼稚園1園、高等学校4校
分について、国に復旧事業計画書を提出

　国における調査等を踏まえ、
補助金が交付される予定

プランの内容
取組状況 今後の予定

プランの内容
取組状況

＜生活再建＞３　健康で安心して暮らせる生活環境の確保　（２）　児童生徒の就学支援

今後の予定

＜インフラ復興＞（５）　その他インフラ施設
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部局等名　生活再建・産業復興局

項目 取組内容 予定等

県内被災者の受入支
援

震災により、避難所生活を余儀なくされている
県内被災者の一時的な避難を支援
平成23年3月23日から
平成23年5月2日まで延べ13人受入

引き続き、制度の周知と速やかな
受入を実施

震災により、避難所生活を余儀なくさ
れている県内被災者の一時的な避難
を支援
平成23年3月23日から
平成23年6月3日まで延べ13人受入

平成23年4月30日14時までに
公共施設の避難所がすべて
閉鎖になったため、支援を終
了。

県外被災者の受入支
援

震災により、避難所生活を余儀なくされている
県外被災者の、本県での一時避難を支援
平成23年3月26日から
　受入期間 最大30日間（30泊）
平成23年4月18日
  最大30日間を最大60日間に延長（60泊）
平成23年5月2日まで延べ224人受入

引き続き、制度の周知と速やかな
受入を実施

震災により、避難所生活を余儀なくさ
れている県外被災者の、本県での一
時避難を支援
平成23年3月26日から
　受入期間 最大30日間（30泊）
平成23年4月18日
  最大30日間を最大60日間に延長（60
泊）
平成23年5月23日
　60日を迎える避難者について必要に
応じて期間を6月末まで延期
平成23年9月9日まで延べ286人受入

引き続き、受入を実施

県外被災者の短期受
入支援

震災により、避難所生活を余儀なくされている
県外被災者の、本県での短期受入を支援
平成23年4月30日から
　受入期間　最大2日間（2泊）
平成23年5月2日まで延べ81人受入

引き続き、制度の周知と速やかな
受入を実施

震災により、避難所生活を余儀なくさ
れている県外被災者の、本県での短
期受入を支援
平成23年4月30日から
　受入期間　最大2日間（2泊）
平成23年7月29日まで延べ437人受入

7月末で支援を終了

県外被災者に対する
情報提供、相談支援

各地域県民局（地域支援チーム）と市町村が
連携して県外被災者への情報提供や相談等
に対応

引き続き支援を継続
本県への避難者に対する被災地情報
（新聞）提供を開始

今後も引き続き情報提供や相
談支援を実施

雇用促進住宅の提供
（平成23年5月2日現
在）

八戸市、おいらせ町、弘前市で、82戸の住戸
に入居決定済
172戸の空住戸を確保し、募集中

今後、主に県外からの被災者に
提供

平成23年9月9日現在、
98戸の住戸に入居決定済
216戸の空住戸を確保し、募集中

引き続き、空住戸を確保し被
災者に提供

借上民間賃貸住宅の
提供
（平成23年6月1日よ
り）

被災県からの要請に基づき民間賃貸
住宅を借り上げ、最大２年間無償提供
平成23年9月9日現在、74戸の住戸に
入居決定済、現在も募集中

引き続き、県外からの被災者
に提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

プランの内容
取組状況 今後の予定

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（２）　住宅確保の支援
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部局等名　環境生活部

項目 取組内容 予定等

被災したし尿処理施
設の早期復旧・防災
機能強化及びし尿等
の処理等の支援

・被災した八戸地域広域市町村圏事務組合の
2施設分のし尿について、平成23年4月1日か
ら県馬淵川浄化センターにおいて処理を実施
するとともに、周辺市町に処理を要請し、三沢
浄化センター、六戸衛生センター等において処
理を実施中

引き続き、情報収集に努めなが
ら、市町村に対する技術的支援、
周辺市町村等に対する処理依
頼、県下水処理施設での受入を
実施

・被災した2施設のし尿については、引
き続き県馬淵川浄化センター及び三
沢浄化センター、六戸衛生センター等
の施設において処理を継続

・引き続き、情報収集に努めな
がら、市町村に対する技術的
支援、周辺市町村等に対する
処理依頼、県下水処理施設で
の受入を実施

被災地における大気
環境中のアスベスト濃
度調査の実施

・県民等のアスベストによるばく露を防止する
ことを目的に、平成23年3月28日に被災地周
辺7地点において大気中のアスベスト濃度を調
査し、平成23年3月31日に結果を公表（全ての
地点で通常の濃度レベル）
・4月14日及び4月22日に災害廃棄物仮置場
周辺10地点において、大気中アスベスト濃度
を調査し、4月28日に結果を公表（全ての地点
で通常の濃度レベル）

引き続き、災害廃棄物仮置場周
辺等において、大気中アスベスト
濃度調査を実施

・５月から７月までに、災害廃棄物集積
所周辺延べ１９地点及び被災地周辺
延べ７地点において大気中アスベスト
濃度を調査し、結果を公表。（全ての
地点で通常の濃度レベル）

・被災建築物の解体現場周辺
において、大気中アスベスト濃
度調査を実施予定

環境放射線モニタリン
グの実施

・原子力施設周辺及び青森市、弘前市、八戸
市（計22箇所）において空間放射線量率の測
定等を実施するとともに、モニタリング強化の
ため、平成23年3月18日から、降下物、上水の
調査を行い、測定結果を県民に毎日情報提供
(いずれも健康への影響がないレベル)

引き続きモニタリングを継続的に
実施し、異常が認められた場合に
は、関係機関と連携し、迅速に対
応

・原子力施設周辺及び青森市、弘前
市、八戸市（計22箇所）において空間
放射線量率の測定等を実施するととも
に、モニタリング強化のため、平成23
年3月18日から、降下物、上水の調査
を行い、測定結果を現在に至るまで毎
日、県民に情報提供している。
(なお、いずれも健康への影響がない
レベルであった。)

引き続きモニタリングを継続的
に実施し、異常が認められた
場合には、関係機関と連携し、
迅速に対応する。

（水道・環境施設）

項目 取組内容 予定等

・引き続き情報収集に努める
・なお、施設の完全復旧は翌
年度の見込み

し尿処理施設の復旧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜生活再建＞３　健康で安心して暮らせる生活環境の確保　（３）県民の安全と環境の保全
プランの内容

取組状況

今後の予定

・八戸地域広域市町村圏事務組合で
は、2施設の応急復旧工事を７月に着
工、９月上旬に完了し、供用予定
・県は国庫補助に係る情報収集・提供
を実施

今後の予定

＜インフラ復興＞（５）　その他インフラ施設

・事業主体の八戸地域広域市町村圏事務組
合に対し、復旧までの間、処理先の確保・調整
を支援
・防災機能を強化した復旧工事の国庫補助を
国へ要望

平成23年6月から工事着手予定

プランの内容
取組状況
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部局等名　環境生活部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

（１）　これまでの主な取組（廃棄物の撤去）

項目 取組内容 予定等

住宅関係 被災した家財等の収集
家財等は平成23年4月で9割程度
終了
家屋の解体は平成23年4月着手

・被災市町では家財等の収集を行い、
5月末時点で、ほぼ終了
・また、家屋の解体作業についても、
現在実施中

・必要に応じて情報提供、助言
等を行う

企業関係 事業所の災害廃棄物の収集 平成23年4月着手
・被災市町では事業所の災害廃棄物
収集を行い、現在も実施中

・必要に応じて情報提供、助言
等を行う

流木 沖合に流出した県産原木(600㎥)の回収
事業者により回収済み（平成23年
3月末)

項目 取組内容 予定等

災害廃棄物の発生量 県内で発生した災害廃棄物の推計

県内で発生した災害廃棄物は、平成
23年8月26日現在、約25万3千トン（推
計値）。これは平成21年度の県内の一
般廃棄物処理量（約52万6千トン）の
48％にあたる。

災害廃棄物の速やか
な撤去及び処分

災害廃棄物の処理費用の確保
国庫補助対象とならない可能性のある廃棄物
の処理対策

随時環境省へ要望、照会し情報
提供

・随時、環境省に対する照会への回答
等の情報を被災市町へ提供
・災害等廃棄物処理事業費国庫補助
金交付決定(概算払済　階上町）

・必要に応じて情報提供、助言
等を行う

災害廃棄物の速やか
な撤去及び処分

災害廃棄物の速やかな移動
・収集運搬機材の確保と市町村ニーズの調整
・仮置場の確保
・仮置場周辺の環境等への影響が出ないよう
指導、助言

平成23年4月着手

・八戸市及びおいらせ町の仮置場情
報を提供
・仮置場における災害廃棄物の保管
方法に関する助言等を実施

・必要に応じて情報提供、助言
等を行う

災害廃棄物の速やか
な撤去及び処分

集積後の廃棄物の適正かつ迅速な処理のた
めの受入可能施設調整
・県内の他一般廃棄物処理施設での処理促
進
・産業廃棄物処理施設での処理促進

平成23年4月着手

・廃棄物の処理方法に関する助言及
び廃棄物処理施設に関する情報提供
を実施
・災害廃棄物の処分終了（階上町）

・廃棄物の処理に関する助
言、情報提供を継続

今後の予定

（２）　当面の取組（廃棄物の処理）
プランの内容

取組状況

今後の予定

〈支障物・がれきの撤去〉

プランの内容
取組状況
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部局等名　環境生活部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

制度・財源要望
災害廃棄物の処理を行う一般廃棄物処理施
設の許可手続きの簡略化が必要

平成23年4月16日環境省へ要望
・要望により、一般廃棄物処理施設に
おける施設設置の手続などの簡略化
が図られた。

制度・財源要望 廃棄物処理に係る財政支援が必要 平成23年4月16日環境省へ要望

・要望により、廃棄物混じりの大量の
土砂の処理費用及びし尿処理施設の
被災による周辺市町村等への運搬処
理委託費用について、災害等廃棄物
処理事業の対象となった。
・放射性物質に汚染された廃棄物の処
理等について、平成23年8月26日に
「放射性物質汚染対処特措法」が成立
した。

・災害廃棄物等の増加分を処
理する一般廃棄物処理施設
の整備に係る費用の要望につ
いて引き続き情報収集すると
ともに、随時要望活動を実施

プランの内容
取組状況 今後の予定

（２）　当面の取組（廃棄物の処理）
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部局等名　　健康福祉部

項目 取組内容 予定等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（１）当面の生活資金の確保
プランの内容

今後の予定

県内被災者に対する生活支援として義援金を
受け入れし、支給
・平成23年3月15日
　健康福祉政策課に受付窓口を設置し、義援
金の受入を開始
（平成23年5月2日現在　受入累計6億101万
円）

・平成23年4月14日
　第1回義援金配分委員会を開催。県への義
援金約5億2千万円と、日本赤十字社等から
配分される義援金の一次配分を決定
　死者・行方不明者　  100万円
　住宅全壊（全焼）　  100万円
　住宅半壊（半焼）　　 50万円

・平成23年4月20日
　一次配分について、関係市町に対し、次のと
おり送金
　八戸市　6億7,500万円、おいらせ町　5,000
万円、三沢市　2,100万円、階上町　1,700万円

・平成23年7月1日
　第2回義援金配分委員会を開催。義援金の
二次配分を決定。
　　死者・行方不明者　95万円
　　住宅全壊（全焼）    95万円
    住宅半壊（半焼）     48万円
    被災児童・生徒　  　10万円

・平成23年7月7日
　二次配分について、関係市町に対し、次のと
おり送金。
　八戸市　5億1,555万円、おいらせ町　4,301
万円、三沢市　2,928万円、階上町　1,453万
円、青森市　95万円、十和田市　190万円、三
戸町　95万円

義援金の早期配分

・国、県分の義援金については、
各市町村において、4月末から支
給を開始

・各市町に寄せられた義援金につ
いては、それぞれ配分委員会を
設置し、配分対象、配分基準を決
定して市町独自に支給

被災者に対し、今後も早期に配分
が行われるよう対応

県受入分の義援金が減少傾
向にあり、今後配分原資の大
幅な増加が見込まれないこと
から、配分原資が貯まった時
点で、二次配分の配分割合に
沿って義援金の追加送金を行
う。

義援金口座を閉鎖した後は、
閉鎖時点で口座に貯まってい
る配分原資の精算配分を行
う。

市町への送金額 11億6,175万円
被災者への支給額 11億1,342万円

取組状況

◯県から各市町への送金額（精算見込額）及
び各市町から被災者への支給額（一次配分と
二次配分の合計）

八戸市

三沢市
市町への送金額 5,728万円
被災者への支給額 5,728万円
おいらせ町
市町への送金額 9,193万円
被災者への支給額 9,193万円
階上町
市町への送金額 3,153万円

三戸町

被災者への支給額 3,153万円
青森市
市町への送金額 195万円
被災者への支給額 195万円

195万円
被災者への支給額 195万円

（9月8日現在）

合　　計

十和田市
市町への送金額 390万円
被災者への支給額 390万円

市町への送金額 13億5,029万円
被災者への支給額 13億  196万円

・平成23年9月9日
　被害状況の確定に伴う二次配分の追加送
金を実施。（県→市町）
　八戸市　2億1,120万5千円、おいらせ町
1,777万2千円、三沢市　1,181万3千円、階上
町　637万5千円、青森市　39万円、十和田市
78万円、三戸町　39万円

県への義援金・寄附金(9月8日現在）
・義援金
　2,996件　932,547,551円
・寄附金
　　101件　539,202,221円

市町への送金額
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部局等名　　健康福祉部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

災害弔慰金の支給

震災で死亡された方（本県の方が県外で死亡
された場合を含む。）の遺族に対する弔慰金
の支給
生計維持者の方が死亡した場合　500万円
その他の方が死亡した場合　250万円
　費用負担　　国1/2　県1/4　市町村1/4
・平成23年3月
　22年度分支給手続終了　4件　1,500万円
・平成23年4月
　23年度分現在手続中
平成23年4月25現在
　7件　2,750万円
支給内訳
・県内で死亡された方3名
・県外で死亡された方8名

制度の周知や相談体制の強化等
により、対象となる方への確実な
支給を実施

　今後震災で死亡された方が
新たに判明した場合における
弔慰金の支給について市町
村に依頼。

災害援護資金貸付の
無利子化

震災により負傷又は住居、家財に被害を受け
た方への貸付
　貸付限度額　 350万円
　償還期間　   10年
　原資負担　　 国2/3　県1/3
・平成23年4月4日

同貸付金の原資に関する県負担分、及び据
置期間終了後に必要な年3％の利子負担を、
県と市町村がそれぞれ1/2負担し、被災者の
方の負担軽減を図るための利子補給費の予
算を計上
・平成23年4月11日

据置期間の延伸や償還金利の引き下げ等
制度の見直しを要望
・申請受付状況
平成23年5月2日現在
10件　2,080万円

制度の周知や相談体制の強化等
により、引き続き、貸付を希望さ
れる方に対し確実に対応

東日本大震災に対処するための
特別の財政援助及び助成に関す
る法律が5月2日から施行
・償還期間と据置期間
　3年間延長
・利率の引き下げ
　保証人なし
利率年3％→年1.5％
保証人あり→年0％
・償還免除の拡大

対象者の拡大に伴う貸付需要
の増加に対して、必要な措置
を実施。

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（１）当面の生活資金の確保
プランの内容

今後の予定

・平成23年9月12日現在
　　14件　5,250万円（累計）
  　内訳
     ・県内で死亡された方3名
　　 ・県外で死亡された方8名
     ・行方不明者　3名
    うち支給済14件 5,250万円

　市町村に対して、相談体制の強化等につい
て依頼した。

・平成23年5月27日
　平成23年5月25日付けで厚生労働省から、
今回の震災に伴う貸付対象家財の拡大につ
いて通知があり、各市町村に周知。（自家用
車のみに損害を受けた被災者についても、そ
の損害が家財の３分の１以上の損害となる場
合は貸付の対象となる。）

・平成23年6月9日
　市町村に対し、被災者への周知や相談窓口
の強化及び必要な予算措置を要請。

・平成23年9月8日現在貸付決定状況
　20件　4,860万円（２市町）

取組状況
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部局等名　　健康福祉部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

災害等によって緊急かつ一時的に生計の維
持が困難になった方への緊急小口資金（貸付
限度額10万円、被災者の状況により20万円ま
で増額可能）の貸付
・平成23年4月4日

同資金の貸付主体である社会福祉協議会
の相談・貸付体制の強化を図るための補助金
の予算を計上
・貸付決定状況
平成23年5月2日現在
39件　495万円

制度の周知や相談体制の強化等
により、引き続き、貸付を希望さ
れる方に対し、確実に対応

引き続き、貸付を希望される
方に対し、確実に対応

震災により被災した低所得世帯（被災により
低所得世帯となった場合も含む。）への当面
の生活に必要となる経費等の貸付（生活復興
支援資金）
・貸付内容
①一時生活支援費（当面の生活費）

月20万円以内（単身世帯15万円以内）×6月
以内
②生活再建費（住居等の移転費、家具什器等
の購入費）　80万円以内
③住宅補修費（住宅補修に必要な費用）
　250万円以内

制度の周知や相談体制の強化等
により、貸付を希望される方に対
し、確実に対応

引き続き、貸付を希望される
方に対し、確実に対応

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（１）当面の生活資金の確保
プランの内容

今後の予定

生活福祉資金の貸付

震災発生の翌週月曜日（3月14日）から直ち
に緊急小口資金貸付の受付を開始
・貸付決定状況
　平成23年9月9日現在
　44件　555万円
　県内被災者　25件　295万円
　県外避難者　19件　260万円
被災者の生活福祉資金相談・貸付に対応す
る県社協の相談員2人、受入先となる市町村
社協の相談員4人を増員し、相談・貸付需要
に対応

平成23年8月1日から生活復興支援資金貸付
の受付を開始（国の指導により、貸付開始時
期は全国共通）
　平成23年9月9日現在申請受付状況
  　　　　　                                0件

取組状況
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部局等名　　健康福祉部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

母子福祉資金及び寡
婦福祉資金貸付

母子家庭や寡婦を対象とした、経済的な自立
と生活の安定を図るための事業資金、修学資
金、生活資金、住宅資金等の貸付
・被災者に対する据置期間の延長や、償還金
の支払猶予などを実施

制度の周知や相談体制の強化等
により、引き続き、貸付を希望さ
れる方や据置期間の延長等が必
要な方に対し、確実に対応

今後も引き続き制度の周知を
図っていく。

保険料（国民健康保
険料、後期高齢者医
療保険料及び介護保
険料）の減免・徴収猶
予等及び特別徴収か
ら普通徴収への変更
に対する配慮

・平成23年3月13日～
　各市町村、関係団体等に対し、保険料の減
免措置等及び公的年金からの特別徴収から
普通徴収への変更に関し通知
・平成23年3月24日
　災害等による保険料減免に対する国支援の
充実を要望

制度の周知や相談体制の強化等
により、減免等の対象となる方
に、確実に対応

国に対し、支援策の充実について
要望中

（国民健康保険、後期高齢者
医療）
・引き続き、保険料の減免等
の適用状況（転入者も含めて）
の把握に努めていく。
（介護保険）
・引き続き、保険料の減免等
の適用状況（転入者も含めて）
の把握に努めていく。

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（１）当面の生活資金の確保
プランの内容

今後の予定取組状況

据置期間の延長や償還金の支払猶予につい
て広く周知を図った。被災者からはこれまでに
相談が2件あり。

（国民健康保険、後期高齢者医療）
・国からの「東日本大震災に対処するための
特別の財政援助及び助成に関する法律等に
おける医療保険関係の特例措置について（厚
生労働省保険局長通知）」等の通知や事務連
絡等を市町村、関係団体に通知し、被保険者
等に対する周知徹底を図った。
・減免・徴収猶予等の状況
　3件　3千円（22年度分）
（介護保険）
・H23.5.16開催の市町村健康福祉主管課長会
議において、利用料等の減免措置等が被災
者の方に遺漏なく適用されるよう依頼した。
・国からの「東日本大震災に対処するための
特別の財政援助及び助成に関する法律にお
ける介護保険関係規定等の施行について（厚
生労働省老健局長通知）」等の通知や事務連
絡等を市町村に通知し、被保険者等に対する
周知徹底を図った。
・減免・徴収猶予等の状況
　9件　減免額未定（22年度分）
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部局等名　　健康福祉部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（１）当面の生活資金の確保
プランの内容

今後の予定

一部負担金（医療機
関の窓口負担金、介
護保険の利用者負担
金、障害福祉サービ
ス、自立支援医療等
の利用者負担金）の
減免・徴収猶予等へ
の配慮

・平成23年3月12日：市町村に対し、障害福祉
サービス、自立支援医療等の利用者負担の
減免・負担軽減に関し通知（事業者等へは県
ホームページで周知）
・平成23年3月13日～：市町村、関係団体等に
対し、一部負担金、介護保険の利用料等の減
免措置に関し通知（事業者等へは県ホーム
ページで周知）
・平成23年3月17日：市町村、関係団体等に対
し、介護保険の利用料等の徴収猶予等に関し
通知（事業者等へは県ホームページで周知）
・平成23年3月24日～：市町村、関係団体等に
対し、一部負担金、介護保険の利用料等の減
免、徴収猶予の対象者の範囲に関し通知（事
業者等へは県ホームページで周知）

制度の周知や相談体制の強化等
により、減免等の対象となる方
に、確実に対応

（国民健康保険、後期高齢者
医療）
・引き続き、一部負担金の減
免等の適用状況（転入者も含
めて）の把握に努めていく。
（介護保険）
・引き続き、利用料等の減免
等の適用状況（転入者も含め
て）の把握に努めていく。
（障害福祉サービス）
・申請があった場合は、利用
者負担額の減免について検
討する。

取組状況

（国民健康保険、後期高齢者医療）
・国からの「東日本大震災に対処するための
特別の財政援助及び助成に関する法律等に
おける医療保険関係の特例措置について（厚
生労働省保険局長通知）」等の通知や事務連
絡等を市町村、関係団体に通知し、被保険者
等に対する周知徹底を図った。
・減免・徴収猶予等の状況
　37人　55件　25万9千円(5月末現在）
（介護保険）
・H23.5.16開催の市町村健康福祉主管課長会
議において、利用料等の減免措置等が被災
者の方に遺漏なく適用されるよう依頼した。
・国からの「東日本大震災に対処するための
特別の財政援助及び助成に関する法律にお
ける介護保険関係規定等の施行について（厚
生労働省老健局長通知）」等の通知や事務連
絡等を市町村に通知し、被保険者等に対する
周知徹底を図った。
・減免・徴収猶予等の状況
　20人　26件　23万1千円（5月末現在）
（自立支援医療（育成医療））
・減免・徴収猶予等の状況
　利用者負担金の減免　1件
（障害福祉サービス）
・平成23年7月13日
　被災者の指定障害児施設支援及び障害児
施設医療に要する費用の利用者負担額の免
除について、各地域県民局及び指定障害児
施設の長に通知した。
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部局等名　　健康福祉部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

被災者の健康支援

・八戸市、おいらせ町それぞれに保健師等3名
によるチームを平成23年3月28日まで派遣し、
健康調査等の相談に対応［相談件数：666件、
浸水住宅世帯訪問数：90件］

平成23年4月以降、被災市町の
保健師による健康面（心のケアを
含む）・生活面の継続した支援を
実施

必要に応じて、市町の活動に
対する支援を実施する。

被災者の心のケアの
支援

・精神科医師、保健師（看護師）、精神保健福
祉士等による心のケアチームが平成23年3月
14日から平成23年3月31日まで八戸市及びお
いらせ町の避難所等を巡回し、心の健康相談
に対応［相談件数：276件］

平成23年4月以降、被災市町の
保健師による健康面（心のケアを
含む）・生活面の継続した支援を
実施

必要に応じて、市町の活動に
対する支援を実施する。

県外被災者の健康支
援

平成23年4月28日から各地域県民局単位で、
県保健所と市町村の保健師が2名1組となり、
避難先を毎戸訪問し、健康相談を実施

市町村と連携して引き続き健康支
援を実施

引き続き、調査活動を継続す
る。

（教育・福祉施設）

項目 取組内容 予定等

社会福祉施設等の復
旧支援

県、国が被災した社会福祉施設等の復旧に
要する費用を補助

平成23年5月以降に国の承認を
得て着手予定

（老人福祉施設等、障害福祉
関係施設等）
　7月、国に補助金協議済み
（保育所）
　６月、国に補助金協議済み。

＜生活再建＞３　健康で安心して暮らせる生活環境の確保　（１）　健康と心のケアの支援
プランの内容

今後の予定

＜インフラ復興＞（５）　その他インフラ施設

プランの内容
今後の予定

市町保健師による健康面・生活面に係る支援
を実施中。

県及び市町村保健師による調査活動を実施
中。
　9月7日までの調査数　　1,328人

取組状況

市町保健師による健康面・生活面に係る支援
を実施中。

取組状況

（老人福祉施設等）
　特別養護老人ホーム等24施設について、6
月補正予算成立。
（保育所）
　保育所3施設について、23年3月に専決処分
をした。（修繕工事（2施設）は着手済み、改築
工事（２施設）は今後着手する。）
（障害福祉関係施設等）
　障害福祉サービス事業所2か所について、6
月補正予算成立。
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部局等名　商工労働部

＜生活再建＞２　雇用対策の強化　（１）　雇用機会の創出

項目 取組内容 予定等

雇用創出関連の基金
事業の活用による雇
用機会の創出

平成23年4月20日
今年度実施する緊急雇用創出対策事業にお
ける震災の影響による離職者等の雇用機会
の確保と前倒し執行について、庁内各部局及
び市町村に対して依頼（今後、雇用予定のあ
る事業数及び人数　361事業、約4,000人）

緊急雇用創出対策事業の「震災
対応分野」の活用により、引き続
き、市町村と連携して被災失業者
の雇用機会の創出を推進

雇用創出関連の基金
事業の活用による雇
用機会の創出

【国への要望】
平成23年3月24日
緊急雇用創出特例基金事業及びふるさと雇
用再生特別対策基金事業の追加交付と要件
緩和及び24年度以降の継続実施を要望

平成23年4月11日
被災者や内定取消となった新規学卒者の受
入れを促進するための雇用関連交付金の追
加交付及び平成24年度以降の継続実施につ
いて要望

平成23年4月21日
重点分野雇用創出事業の追加交付に係る本
県への配慮について要望

平成23年4月8日
重点分野雇用創出事業に「震災
対応分野」が追加されたほか、重
点分野雇用創出事業及び緊急雇
用創出事業での雇用期間の要件
緩和を実施
【概要】
・がれきや漂流物の仕分け・片付
け支援を行う事業などの「震災対
応分野」を追加
・雇用期間の更新や既に通算1年
間雇用されたことがある者の再雇
用を可能

・国が第1次補正において、重点
分野雇用創造事業として500億円
（全国）を追加交付
・県も5月補正予算において、雇
用基金の積み増し、基金を活用し
た県事業及び市町村補助事業
（約25億円、新規雇用人数約
1,000人）を提案予定

プランの内容

・震災対応事業を随時、実施している
ところであり、これまでのところ国の確
認を受けた事業は県・市町村合わせ
て９６事業となっている。これらの事業
により１，０００人を超える雇用見込数
となっている

・両基金事業の取組状況（平成２３年
度分国確認ベース）は以下のとおり
ア、ふるさと雇用再生特別基金事業
　２２６事業で、約９００人の雇用見込
数
イ、緊急雇用創出事業臨時特例基金
事業（震災対応分含む）
　７０７事業で、約７，４００人の雇用見
込数

取組状況 今後の予定

国の第３次補正予算の動向を
注視しながら、適宜要望を
行っていく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況
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部局等名　商工労働部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜生活再建＞２　雇用対策の強化　（１）　雇用機会の創出

項目 取組内容 予定等

震災による離職者等
を雇用する企業への
金融支援

平成23年4月22日
従来の雇用特別支援枠に加え、青森県未来
への挑戦資金に「震災離職者雇用支援枠」を
新たに創設
【概要】
①対象者：常用従業員として震災の影響によ
る離職者等を1名以上雇用する中小企業者
②限度額：1億円
③利　率：0.8～1.0％
④期　間：運転10年以内
　　　　　設備15年以内

平成24年3月30日まで実施
継続して実施中
（9月9日現在、3件、12,000万円利用）

平成24年3月30日まで実施

項目 取組内容 予定等

職業訓練コースの新
設及び拡充

復旧事業において必要となる建設機械等の資
格取得のための職業訓練を実施
・八戸地域10名×2回
・三沢地域10名×2回

平成23年5月中旬から実施

・4月28日からハローワークで受講生
募集開始
・定員50名（10名×5コース）の訓練を
開始し、49名が受講

職業訓練を追加実施
・八戸地域
　10月開始10名

職業訓練コースの新
設及び拡充

ＯＡビジネス等コースの募集定員を拡充して職
業訓練を実施
・青森地域20名
・弘前地域20名
・三沢地域20名

平成23年6月下旬から実施

・4月25日以降、順次受講生募集を開
始
・7月4日までに定員60名(20名×3コー
ス)の訓練を開始し、49名が受講

＜生活再建＞２　雇用対策の強化　（２）　離職者等の職業能力開発の充実
プランの内容

プランの内容
取組状況

取組状況

今後の予定

今後の予定
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部局等名　商工労働部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜生活再建＞２　雇用対策の強化　（３）　雇用維持対策の実施

項目 取組内容 予定等

雇用調整助成金制度
等の周知

平成23年3月22日
経営・金融及び雇用支援に関する相談窓口を
開設

引き続き、青森労働局と連携し
て、随時実施

雇用調整助成金制度
等の周知

平成23年3月26日、27日、30日、4月9日に、特
別相談会を実施（相談件数222件、うち雇用調
整助成金関係25件）

引き続き、青森労働局と連携し
て、随時実施

雇用調整助成金制度
等の周知

【国への要望】
平成23年3月24日
雇用調整助成金等の支給割合等の拡充及び
雇用保険の支給日数等の延長を要望

平成23年4月11日
雇用調整助成金の支給割合の拡充及び認定
要件の緩和、雇用保険失業給付に係る基本
手当所定給付日数の延長等について要望

平成23年4月21日
災害救助法適用地域以外の雇用調整助成金
の適用について要望

平成23年4月8日
特例対象事業主の追加等を実施

特例対象地域に所在する事業所
等と一定規模以上の経済関係を
有する事業所の事業主等も適用

・国が第1次補正において、これま
での支給日数にかかわらず特例
対象期間（1年間）中に開始した休
業について、最大300日間に拡充

・国が第1次補正において、震災
により休業や離職を余儀なくされ
た人の雇用保険の基本手当の給
付日数を、現行の個別延長給付
（60日分）に加えて、更に60日分
を延長する特例措置を実施

未対応項目について、引き続き北
海道及び東北各県と連携して要
望

プランの内容

５月１６日及び６月２日に県広報ラジオ
番組で制度を周知

取組状況 今後の予定
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部局等名　商工労働部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（１）　水産業の復興

項目 取組内容 予定等
水産加工業者の加工
施設の復旧

資金については、青森県経営安定化サポート
資金に「災害復旧枠（無利子・保証料全額免
除）」を新たに創設し、支援（27ページ参照）
【国への要望】
・平成23年3月24日
　水産加工施設の復旧への助成を要望
・平成23年4月11日
　水産業の両輪である漁業と流通・加工業者
の一体的な再建に向け、国が総力を挙げて取
り組むことを要望
　水産加工業者の事業再開に向けた資金及
び補助制度の充実を図ることを要望

関係機関、団体と連携しながら、
引き続き要望を実施

○青森県経営安定化サポート資金
「災害復旧枠」について

・５月補正予算により青森県経営安定
化サポート資金「災害復旧枠」の拡充
を行い、5月17日から実施
　融資枠の拡大（40億円→100億円）
　限度額の引上げ（1億円→2.8憶円）
　融資期間の延長（10年（措置期間2
年）→15年（措置期間3年））

・６月補正予算（追加）において、融資
枠の拡大（100億円→200億円）に係る
経費として、7,027,490千円を計上

（9月9日現在、481件、約150億円利
用、うち水産食料品製造業の利用は、
35件、約17億円）

【青森県経営安定化サポート
資金「災害復旧枠」について】
平成24年3月30日まで実施

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名　商工労働部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞２　企業活動の維持と早期復興　（１）　事業活動及び経営安定化の支援

項目 取組内容 予定等

金融支援の充実・強
化

平成23年3月15日
青森県経営安定化サポート資金に「災害復旧
枠（無利子・保証料全額免除）」を新たに創設
【概要】
・対象者：事業用資産に被害を受けた中小企
業者
・限度額：1億円
・利　率：無利子
・保証料：全額免除
・期　間：10年以内
（4月28日現在、134件、32.6億円利用）

・平成24年3月30日まで実施
・国が第1次補正において、「東日
本大震災復興緊急保証」を従来
の保証枠と別枠で創設
・県も5月補正予算において、この
措置に呼応し、現下の利用実績
等も踏まえ、融資枠の拡大（40億
円→100億円）、限度額の引上げ
（1億円→2.8憶円）、融資期間の
延長（10年（措置期間2年）→15年
（措置期間3年））を提案予定

○青森県経営安定化サポート資金
「災害復旧枠」について
・５月補正予算により青森県経営安定
化サポート資金「災害復旧枠」の拡充
を行い、5月17日から実施
・６月補正予算（追加）において、融資
枠の拡大（100億円→200億円）に係る
経費として、7,027,490千円を計上
（9月9日現在、481件、約150億円利
用）

○設備貸与事業に無利子の「東日本
大震災被災企業枠」
６月補正予算において、(財)21あおも
り産業総合支援センターが行う設備貸
与事業に「東日本大震災被災企業枠」
を創設する経費として、108,277千円を
計上
　融資枠（2億円）
　割賦損料等の無利子化（通常2.1～
2.5％）
　貸与期間の延長（7年（据置期間1年)
→9年（据置期間2年)）

平成24年3月30日まで実施

今後の予定
プランの内容

取組状況
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部局等名　商工労働部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞２　企業活動の維持と早期復興　（１）　事業活動及び経営安定化の支援

項目 取組内容 予定等

金融支援の充実・強
化

平成23年3月25日
青森県経営安定化サポート資金に「中小企業
経営安定枠」を新たに創設
【概要】
・対象者：間接被害により事業活動に影響を
受けた中小企業者
　限度額：4,000万円、利率：1.0～1.5％、期間：
10年以内（4月28日現在、192件、30億円利
用）

平成24年3月30日まで実施

・継続して実施中

・6月補正予算において、融資枠の拡
大（100億円→150億円）、限度額の引
上げ（4千万円→8千万円）に係る経費
として、2,940,000千円を計上

・現下の利用実績等を踏まえ、既決予
算を活用し、融資枠の拡大（150億円
→200億円）

（9月9日現在、979件、約163億円利
用）

平成24年3月30日まで実施

各種相談業務の実施
平成23年4月8日に、中小企業者等への専門
家チームの派遣を開始

引き続き、関係機関と連携して、
随時実施

9月9日現在で、専門家チームの派遣
等が6件

引き続き、関係機関と連携し
て、随時実施

各種相談業務の実施
平成23年4月11日から26日まで、県内企業300
社超の訪問による聞き取り調査を実施

今後、調査結果をもとに適切な対
策を措置

373社の調査を終了し、5月30日に調
査結果を公表

調査結果をもとに適切な対策
を措置

プランの内容
取組状況 今後の予定

19



部局等名　商工労働部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞２　企業活動の維持と早期復興　（２）　企業の施設、設備の復旧対策

項目 取組内容 予定等
取組状況 今後の予定

助成制度の創設

【国への要望】
平成23年3月24日
被災企業の工場等建物建設・修復及び機械
設備の導入についての助成措置について要
望
平成23年4月11日
被災した工場や商店、旅館・ホテル等の産業
施設（事業協同組合等の施設を含む。）への、
激甚災害法適用の弾力的運用や、大型補助
制度の創設などハード・ソフト両面にわたる総
合的な支援措置について要望

プランの内容

未対応項目について、引き続き北
海道及び東北各県と連携して要
望

・国の第１次補正予算により補助制度
が予算化され、国とともに当該制度の
周知

　5月11日、関係市町村及び商工団体
を対象とする説明会を国が開催
　5月18日、水産加工団体等が主催す
る震災関係制度説明会において説明
　5月27日、八戸商工会議所が主催す
る震災関係制度説明会において説明

・６月補正予算において、被災した中
小企業者等が復興事業計画に基づい
て実施する施設等の復旧事業及び事
業協同組合等が実施する共同施設等
の復旧に要する経費に対する補助とし
て、4,764,750千円を計上
また、補助事業者の自己負担分に対
する貸付として、1,586,450千円を計上

・中小企業等グループによる復興事業
計画の公募を6月13日から6月24日ま
での期間で行ったところ、７グループ
から応募

・中小企業等グループ復興事業計画
認定審査会を7月11日に開催

・7月19日付けで６グループの復興事
業計画を認定し、グループを構成する
事業者から県に対する補助金交付申
請書を受付

・国から県への補助金交付決定を経
て、8月5日付けで、県から各事業者に
対する補助金の交付決定
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部局等名　商工労働部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞２　企業活動の維持と早期復興　（２）　企業の施設、設備の復旧対策

項目 取組内容 予定等

金融支援の充実・強
化

平成23年4月22日
従来の雇用特別支援枠に加え、青森県未来
への挑戦資金に「震災離職者雇用支援枠」を
新たに創設
【概要】
①対象者：常用従業員として震災の影響によ
る離職者等を1名以上雇用する中小企業者
②限度額：1億円
③利　率：0.8～1.0％
④期　間：運転10年以内
　　　　　設備15年以内

平成24年3月30日まで実施
継続して実施中
（9月9日現在、3件、12,000万円利用）

平成24年3月30日まで実施

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名　農林水産部

＜生活再建＞２　雇用対策の強化　（１）　雇用機会の創出

項目 取組内容 予定等

雇用創出関連の基金
事業の活用による雇
用機会の創出

平成23年4月20日
今年度実施する緊急雇用創出対策事業にお
ける震災の影響による離職者等の雇用機会
の確保と前倒し執行について、庁内各部局及
び市町村に対して依頼（今後、雇用予定のあ
る事業数及び人数　361事業、約4,000人）

緊急雇用創出対策事業の「震災
対応分野」の活用により、引き続
き、市町村と連携して被災失業者
の雇用機会の創出を推進

・県5月補正において、「海岸防災林美
化事業」、「雪害森林等緊急整備事業」、
「農業水利施設機能保全事業」、「沿岸
漁場緊急機能回復事業」を予算措置

・「海岸防災林美化事業」及び「雪害森
林等緊急整備事業」は6月30日に雇用
者募集開始、順次事業着手、これまでに
21名、5名を雇用

・「農業水利施設機能保全事業」は6月
20日に雇用者募集開始、順次事業着
手、これまでに21名を雇用

・「沿岸漁業緊急機能回復事業」は事業
実施に向けた説明会を6月14日、7月12
日に開催

・「沿岸漁業緊急機能回復事
業」は事業実施に向けた現地説
明会を今後も適宜開催、9月以
降に随時関係漁協と契約

県発注公共工事にお
ける緊急雇用対策の
実施

平成23年5月9日以降、県発注工事における
総合評価競争入札及び工事成績評定の際
に、被災者の雇用実績を評価することにより、
工事請負者に対し、被災者の雇用を促し、被
災者の生活再建を支援

工事請負者等に対する情報提供
等の実施

5月9日以降に入札公告した総合
評価入札及び同日以降に完成し
た工事に適用

・平成23年4月25日に、県ホームページ
に対策内容を公開、建設業関係団体に
対策内容の周知

・対策を適用した工事を発注

公共工事等の早期発
注の促進

県発注公共工事等の平成23年度上半期発注
計画の目標値を80.4％に設定

所定の発注率が確保できるよう
施行を促進

所定の発注率が確保できるよう施行を
促進

プランの内容
取組状況 今後の予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（１）　水産業の復興

項目 取組内容 予定等
漁船等の確保 被災漁船、定置網の取得の促進

漁船の新規建造や中古船、定置網の取得
費について、2/3（国1/3、県1/3）の補助を検
討

・漁船の共有化、経営の協業化を
促進
・国が第１次補正において、「共同
利用漁船等復興支援対策事業」
を創設
・県も5月補正予算において、漁
船等の取得支援を行う「未来を拓
くあおもり漁船漁業復興事業」（事
業費80億円）を提案予定
・引き続き、国の負担の増額・県
の負担に対する財政支援等を要

漁船等の確保 平成23年4月11日～
八戸市の水産業の復旧・復興のために八戸
市が設置した「はちのへ水産復興会議」と連
携

漁船、魚市場機能、水産加工施
設などの復旧対策や、将来的な
復興ビジョンについて、連携しな
がら継続対応

漁船等の確保 【国への要望】
・平成23年3月24日
　漁船の新規建造への助成、漁船の代船を促
すため、漁業構造改革総合対策事業の次期
対策の早期実施と予算の大幅な拡充及び採
択要件の緩和を要望
・平成23年4月11日
　水産業の両輪である漁業と流通・加工業者
の一体的な再建に向け、国が総力を挙げて取
り組むことを要望
・平成23年4月21日
　新規建造に対する補助率のかさ上げ等を要
望

関係機関、団体と連携しながら、
引き続き要望を実施

・9月15日に、八戸鮫浦漁協に
対する個別相談会を開催

プランの内容
取組状況 今後の予定

・国の一次補正予算が成立

・県5月補正予算において、「未来を拓く
あおもり漁船漁業復興事業」を創設
・平成23年5月17日に、八戸市で市町村
や漁業関係者を対象とする説明会を開
催
・平成23年6月2、3日に、八戸市で沖合
漁業者、沿岸漁業者の相談会を開催
・円滑な事業実施のために、個々の漁
業者がかかえる課題等について国に情
報を提供
・６月１３～29日に、各漁協に対する個
別相談会を開催（泊、白糠、尻屋、階上
町、八戸みなと、三沢市、八戸機船）
・7月11日に県の重点施策提案として、
自己負担率の軽減に向けた取組を国に
要請
・7月14日に青森市において、市町村及
び漁協を対象として、国の実施要綱の
改正等についての説明会実施
・7月22日市町村の予算措置、交付要綱
の制定、事業の指導等についての市町
村担当者会議を実施
・7月25～8月1日に、各漁協に対する個
別相談会を開催（三沢市、八戸機船、
六ヶ所村、泊）
・8月22日に、東通村において事業実施
の前提となる共同計画策定に向けて開
催された地域協議会に参画
・8月30日に、八戸市南浜漁協に対する
個別相談会を開催
・8月31日に、泊漁協において事業実施
の前提となる共同計画策定に向けて開
催される地域協議会に参画
・9月7日に、県遠洋沖合漁業振興協議
会において、大型船の建造に当たって
の課題の検討に参画
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（１）　水産業の復興

項目 取組内容 予定等

共同利用施設の復旧

平成23年3月28日
第１回応急工事協議を終了し、順次、現地調
査、応急工事協議を実施
【国への要望】
・平成23年3月24日
　市町村が所有する共同施設も農林水産業
共同利用施設災害復旧事業国庫補助の暫定
措置に関する法律（暫定法）の対象に追加す
ること、被災施設の再整備の支援制度創設を
要望
・平成23年4月11日
　水産業の両輪である漁業と流通・加工業者
の一体的な再建に向け、国が総力を挙げて取
り組むことを要望

平成23年5月　国庫補助事業によ
る施設整備実施希望のとりまとめ
平成23年6月　災害査定
平成23年8月　復旧工事着手

関係機関、団体と連携しながら、
引き続き要望を実施

・災害復旧事業を活用する6施設の応急
工事により、1施設が完了、3施設が暫定
供用開始

・国の第一次補正予算が成立
・平成23年5月2日に、地方公共団体が
所有する産地市場施設が農林水産業共
同利用施設災害復旧事業国庫補助の
暫定措置に関する法律（暫定法）の対象
に追加
・「水産業共同利用施設復旧支援事業」
が創設され、市場、荷さばき施設、加工
施設等の流通・加工の機器整備につい
て、平成23年5月30日に割当内示
・国の第二次補正予算が成立 平成23年
8月17日に追加割当内示
・平成23年7月12日災害査定を実施

・平成23年11月14～17日に八
戸魚市場の災害査定を実施

漁場環境・機能の復
旧

平成23年3月23日
漁場の海底調査に係る経費について予算措
置

・国が第１次補正において、「漁場
復旧対策事業」を創設
・県では、5月に「沿岸漁場緊急環
境調査事業」により沿岸漁場の海
底調査を実施
・5月補正予算において、漁業者
等が漁場の漂流物やがれき等の
撤去を行うための「沿岸漁業緊急
機能回復事業」（緊急雇用創出事
業）を提案予定
・海底調査結果を受け、国庫事業
を活用した沈没船等の撤去のた
めの事業を提案予定

・国の一次補正予算が成立
・県単独事業であった「沿岸漁場緊急環
境調査事業」（海底調査）については、
国庫補助事業として採択
・7月11日及び7月15日に委託契約を締
結
・7月28～29日に関係7漁協に調査説明
及び要望聞き取りを実施
・8月10日より海底調査開始

・県5月補正予算において「沿岸漁業緊
急機能回復事業費」（再掲）を予算措置
し、6月14日、7月12日に現地説明会を実
施

・６月の補正予算において、海底の瓦礫
等の撤去を行う「沿岸漁場復旧対策支
援事業費」を予算措置

・8月31日調査終了

・「沿岸漁業緊急機能回復事
業」は事業実施に向けた現地説
明会を随時開催（再掲）
・9月以降に関係漁協と随時契
約（再掲）

・海底調査の実施後、「沿岸漁
場復旧対策支援事業」により海
底の瓦礫等の撤去を実施

今後の予定
プランの内容

取組状況
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（１）　水産業の復興

項目 取組内容 予定等

漁場環境・機能の復
旧

平成23年4月7日
魚礁等の被害状況の聞き取り

【国への要望】
・平成23年3月24日
　漁業活動の支障となる災害廃棄物の撤去経
費への支援を要望

平成23年5月上旬　事前調査
平成23年5月中旬　被害状況調
査
平成23年6月　災害査定
平成23年11月　復旧工事着手

関係機関、団体と連携しながら、
引き続き要望を実施

・平成23年4月27日に、下北管内の漁場
施設について、漁協からの聞き取りによ
り被害が無いことを確認
・平成23年5月11日に、三八管内の漁場
施設調査を行い、被害が無いことを確認

種苗生産施設の復旧

平成23年3月23日
県栽培漁業センターの復旧経費を予算措置

復旧工事を継続し、平成23年7月
終了見込み

・県栽培漁業センターについては、平成
23年5月9日に、国との応急工事の協議
終了
・電気設備改修工事の見積もり合わせ
を7月15日実施し発注
・7月28日に契約締結

・さけ・ます関連施設の復旧について
は、国及び県内関係者と協議
・「さけ・ます生産地震災復旧支援事業
費」を６月補正で予算措置し、7月6 日に
国から国庫補助金の交付決定
・対象2件の内、緊急を要する八戸市(五
戸川さけ・ますふ化場捕獲施設)に対し
ては、7月26日交付決定通知、8月1日事
業着手

・ポンプ改修工事の見積り合わ
せを9月16日に実施し発注、9月
中旬に契約締結
・11月下旬に災害査定受検

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（２）　農林畜産業の復興

項目 取組内容 予定等

被災水田等の復旧

平成23年4月5日
県の除塩対策会議の開催後、随時、塩害防
止対策事業説明会や簡易土壌診断を実施

平成23年4月下旬
石灰資材散布指導

平成23年5月上旬～中旬　除塩
のための洗浄作業指導
平成23年5月下旬　被災水路、農
道の災害査定
平成23年5月下旬　復旧工事着
手（1年以内）、土壌診断の実施
平成23年7月　農業用機械などの
施設等復旧

・除塩のための湛水、代かき、排水作業
を実施

・被災水路について、平成23年5月30日
から6月3日に、災害査定を実施
・査定結果に基づき、中泊町の復旧工
事を実施中（平成23年8月26日～平成23
年12月）

・おいらせ町をはじめとした被災水田に
おける田植作業は終了(平成23年6月20
日現在約23ha)
･田植後の栽培講習会の開催（おいらせ
町、平成23年6月17日、7月14日）、八戸
市(平成23年7月14日)
･稲作伝言板の設置(おいらせ町、平成
23年6月20日、2か所)

・「被災園芸施設復旧等緊急支援事業」
は、実施要望を取りまとめ、国へ交付金
要望調査の結果を報告、8月26日割当
内示

・農業機械の復旧について、平成23年8
月24日に生産者代表、八戸市、国及び
県にて協議、9月5日に八戸市にて被災
農家に対し説明会を実施

・引き続き除塩作業を実施

・査定結果に基づき、三沢市の
復旧工事を実施（平成24年7月
～平成25年3月）

・田植後の生育状況の確認、
適正な栽培管理の指導徹底

・「被災園芸施設復旧等緊急支
援事業」(8月26日割当内示分）
は、9月中旬に国への計画協議

・「被災園芸施設復旧等緊急支
援事業」による農業機械の導入
は、9月末に国へ交付金要望調
査報告

プランの内容
今後の予定取組状況
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（２）　農林畜産業の復興

項目 取組内容 予定等
被災水田等の復旧 【国への要望】

・平成23年3月24日
　被災農地の土砂や被災施設の撤去と除塩
対策への支援を国に要望
・平成23年4月11日
　浸水した農地の排水、がれきや土砂の撤
去、除塩対策及び農家の支援対策等、早急な
復旧・復興に向けて、既存の枠を超えた強力
な支援措置を講じるよう要望

・国が第1次補正において、「農
地・農業用施設災害復旧等事
業」、「東日本大震災農業生産対
策交付金」を創設
・県も5月補正予算において、冠
水した農地等の除塩事業の県代
行実施を行う「被災農地緊急除塩
事業」、塩害農地の総合土壌診
断を行う「被災農地緊急土壌分析
事業」及び農業機械リース等に対
する支援を行う「被災園芸施設復
旧等緊急支援事業」を提案予定

・平成23年5月30日から6月3日に、おい
らせ町他において、国による農地・農業
用施設災害復旧事業の査定を実施
・査定結果に基づき、中泊町の復旧工
事を実施中（平成23年8月26日～平成23
年12月

・県5月補正予算において、「被災農地
緊急除塩事業」を創設。5月30日から6月
3日に国による一次査定及び、7月19～
22日に国による二次査定を実施

・査定結果に基づき、三沢市他
の復旧工事を実施（平成23年9
月～平成25年3月）

・被災農地緊急除塩事業を計画
的に実施

・県5月補正予算で「被災農地緊急土壌
分析事業」及び「被災園芸施設復旧等
緊急支援事業」を創設。平成23年5月23
日に八戸市で被災農家に対し、平成23
年5月30日及び6月9日に十和田市で市
町村、農協に対し、事業説明会を開催
・平成23年7月21日に八戸市及び生産
者代表に対して詳細の説明を実施
・7月25日から土壌採取開始

・「被災園芸施設復旧等緊急支援事業」
は、実施要望を取りまとめ、国へ交付金
要望調査の結果を報告、8月26日割当
内示

・農業機械の復旧について、平成23年8
月24日に生産者代表、八戸市、国及び
県にて協議、9月5日に八戸市にて被災
農家に対し説明会を実施

・「被災農地緊急土壌分析事
業」は、9月中にＪＡ全農あおもり
と土壌分析の業務委託契約を
締結

・「被災園芸施設復旧等緊急支
援事業」(8月26日割当内示分）
は、9月中旬に国への計画協議

・「被災園芸施設復旧等緊急支
援事業」による農業機械の導入
は、9月末に国へ交付金要望調
査報告

今後の予定取組状況
プランの内容
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（２）　農林畜産業の復興

項目 取組内容 予定等

被災施設園芸産地の
復旧

平成23年4月5日
県の除塩対策会議の開催後、順次、塩害防
止対策事業説明会を開催
平成23年4月19、25日
冠水ほ場の簡易土壌診断の実施

被災施設園芸産地の
復旧

【国への要望】
平成23年3月24日
被災農地の土砂や被災施設の撤去と除塩対
策への支援を要望

生乳・家畜飼料流通
機能及び畜産施設等
の復旧

平成23年3月14日～31日
県内乳業工場への燃料の優先配送につい
て、燃料会社と調整
3月19日～
受け入れた生乳の全量を県内乳業工場と東
北域内の乳業工場へ送乳
3月25日には東北域外への送乳も可能とな
り、平常どおりの集乳・送乳体制に回復

・現在は平常稼働

生乳・家畜飼料流通
機能及び畜産施設等
の復旧

平成23年3月18日
津波により豚舎が全壊し、肥育豚が溺死した
養豚農家の被害状況を調査

平成23年5月　経営再建に向けた
資金調達のための経営計画等の
作成指導

・平成23年5月16日に、経営再開に向け
た資金や事業等制度を周知
・平成23年5月26日に、国へ支援事業の
要望内容を提出

・事業実施に向けた計画作成指
導
・平成23年9月事業着手

平成23年5月　除塩対策指導、下
旬には土壌診断の実施
平成23年7月　施設等復旧予定
・国が第１次補正において、「東日
本大震災農業生産対策交付金」
を創設
・県も5月補正予算において、塩
害農地の総合土壌診断を行う「被
災農地緊急土壌分析事業」及び
ハウス等復旧、園芸種苗等購
入、農業機械リース等に対する支
援を行う「被災園芸施設復旧等緊
急支援事業」を提案予定

・国の一次補正予算が成立

・県5月補正予算で「被災農地緊急土壌
分析事業」及び「被災園芸施設復旧等
緊急支援事業」を創設。平成23年5月23
日に八戸市で被災農家に対し、平成23
年5月30日及び6月9日に十和田市で市
町村、農協に対し、事業説明会を開催
・平成23年7月21日に八戸市及び生産
者代表に対して詳細の説明を実施
・7月25日から土壌採取開始
・8月末まで70点の苺ハウス等の総合土
壌分析と施肥設計指導を実施

・「被災園芸施設復旧等緊急支援事業」
は、実施要望を取りまとめ、国へ交付金
要望調査の結果を報告、8月26日割当
内示

・農業機械の復旧について、平成23年8
月24日に生産者代表、八戸市、国及び
県にて協議、9月5日に八戸市にて被災
農家に対し説明会を実施

・「被災農地緊急土壌分析事
業」は、9月中にＪＡ全農あおもり
と土壌分析の業務委託契約を
締結

・「被災園芸施設復旧等緊急支
援事業」(8月26日割当内示分）
は、9月中旬に国への計画協議

・「被災園芸施設復旧等緊急支
援事業」による農業機械の導入
は、9月末に国へ交付金要望調
査報告

今後の予定
プランの内容

取組状況
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（２）　農林畜産業の復興

項目 取組内容 予定等

生乳・家畜飼料流通
機能及び畜産施設等
の復旧

平成23年3月15日
配合飼料原料保管会社への早急な電力供給
を電力会社に要請し、同日中に通電が回復。
3月24日からは6社の飼料メーカーすべてに主
原料供給が再開

現在は平常稼働

生乳・家畜飼料流通
機能及び畜産施設等
の復旧

平成23年3月19日
家畜飼料供給逼迫不足の解消のため、飼料
用米1,042トンの供給を農業団体へ要請し、家
畜飼料の不足が緩和

現在は平常稼働

生乳・家畜飼料流通
機能及び畜産施設等
の復旧

【国への要望】
・平成23年3月24日
　家畜飼料の不足の解消のための配合飼料
メーカーへの指導の強化、被災畜舎等の再建
に必要な財政支援を国に要望
・平成23年4月11日
　飼料について安定した供給を支援することを
国に要望

関係機関、団体と連携しながら、
引き続き要望を実施

・平成23年5月19日に、国が創設した支
援事業の実施要望を取りまとめ、国に計
画書を提出

・平成23年9月以降、交付要綱
等制定及び事業の実施

木材産業施設等の復
旧

平成23年3月16日
被害状況調査
平成23年4月4日
被害状況調査、チップ製造業者と意見交換
し、復旧・再建費用の支援要請あり
平成23年4月7日
製紙業、木材販売業者と意見交換し、復旧・
再建費用の支援要請あり
平成23年4月22日
林業関係団体と意見交換し、原木流通コスト
増への支援要請あり
【国への要望】
・平成23年4月11日　工場の早期復旧や木材
の緊急的な流通対策など強力な支援措置を
講じるよう要望

・国が第1次補正において、「木材
供給等緊急対策」を創設
・県も5月補正予算において、被
災地域以外の遠隔地の工場への
輸送切替に伴う輸送コストに対す
る支援を行う「県産材供給等緊急
対策事業」等を提案予定

・県5月補正予算において、被災地域以
外の遠隔地の工場へ原木輸送先を切り
替えるのに伴う輸送コストを支援する
「県産材供給等緊急対策事業」を創設
し、事業着手

・県5月補正予算において、被災家屋等
の木質資材の処理及びリサイクルに対
する支援を行う「木質資材等緊急活用
事業」を創設し、国へ事業要望したもの
の不採択となったことから、市町で被災
家屋等廃棄物を処理

プランの内容
取組状況 今後の予定

29



部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（３）　農林漁業者の経営再建

項目 取組内容 予定等

農業・漁業近代化資
金の充実・強化

【資金の概要】
① 農業
・貸付限度額
個人：1,800万円、法人：2億円
・償還期間
資金、借受者区分により7年～15年
② 漁業
・貸付限度額
資金、借受者区分により1,800万円～１億
8,000万円
・償還期間
資金、借受者区分により5～20年
平成23年4月4日
借入資金の無利子化への助成、債務保証料
の全額助成に係る予算措置
平成23年4月11日　漁業協同組合、市町村、
金融機関等への説明会開催

平成24年3月30日までに県の利
子補給承認がなされたものに対し
実施

国が第1次補正において、被災漁
業者を対象とした漁業近代化資
金、日本政策金融公庫資金の貸
付金利の無利子化を実施するた
めの「漁業関係資金無利子化事
業」を創設

農林漁業セーフティ
ネット資金等日本政
策金融公庫資金の充
実・強化

【資金の概要】
① 貸付限度額：600万円
② 償還期間：10年
平成23年4月4日
借入資金の無利子化への助成に係る予算措
置
平成23年4月11日　漁業協同組合、市町村、
金融機関等への説明会開催

平成24年3月30日までに日本政
策金融公庫の貸付決定がなされ
たものに対し実施
国が第1次補正において、日本政
策金融公庫資金の無担保・無保
証人での融資を実施するための
「漁業関係公庫無担保無保証人
事業」を創設

使用料及び手数料の
減免

平成23年3月25日　漁船登録手数料や漁港施
設占用料等の減免を実施

平成24年3月30日まで継続実施 ・平成24年3月30日まで継続実施

被災農林水産漁業者
のための相談窓口の
設置

平成23年3月22日　地域県民局や青森県漁業
協同組合連合会等に被災農林水産漁業者の
ための相談窓口を設置〔相談件数　77件〕

関係機関と連携し、相談窓口を継
続して設置

・引き続き、相談窓口を設置

漁業構造改革の検討

漁船の共同利用やＨＡＣＣＰ施設を活用した流
通対策の強化など、新たな漁業の在り方につ
いて検討

平成23年度の早期に検討着手 ・「未来を拓くあおもり漁船漁業復興事
業」において漁船を取得するために、漁
業関係者と共同利用等について検討中

・「はちのへ復興会議」等に参画
し、流通対策を含めた、地域の
今後の漁業の在り方について
検討

取組状況
プランの内容

今後の予定

（農業）
・国が第1次補正予算において県事業と
同様の事業を実施したため、以後の資
金対応は国の事業によることとし、事業
内容を関係者に周知
　
（漁業）
・国が第１次補正予算において県事業と
同様の事業を創設したことから、漁業系
統金融機関等と運用について協議を実
施
・国が創設した事業等について、関係金
融機関等と連携のうえ、市町村等への
説明会を６月１７日に開催（国事業と県
事業の比較及び県事業を活用する際の
事務処理等を説明）

（農業）
・被災農業者の経営再建の資
金需要に適切に対応

（漁業）
・災害復旧に係る資金需要に迅
速に対応
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

〈産業復興〉１　「攻めの農林水産業」の基盤復興　（３）　農林漁業者の経営再建

項目 取組内容 予定等

漁業緊急保証対策事
業の延長

【概要（現行）】
① 1,250万円以下までは無担保・無保証人で
資金を貸付
② 1,250万円を超える貸付については、金額
に応じて、担保あるいは担保、保証人が必要

【国への要望】
平成23年3月24日
漁業緊急保証対策事業の延長等資金融通対
策の早期実施について要望

国が第1次補正において、漁業近
代化資金の無担保・無保証人融
資を実施するための「漁業者等緊
急保証対策事業」を創設

・漁業系統金融機関と国事業の運用に
ついて協議を実施

・国事業に則した資金需要に応
じて迅速に対応

漁業者等の生活補償
等

【国への要望】
平成23年4月11日
就労が軌道に乗るまでの緊急雇用制度の拡
充や雇用の場が確保されるまでの間の所得
補償を実施するとともに、水産加工業者の事
業再開に向けた資金及び補助制度の充実を

関係機関・団体と連携しながら、
引き続き要望を実施

＜産業復興＞３　「とことん元気な観光・輸出産業」の復興　４　風評被害の防止

項目 取組内容 予定等

農林水産物及び県内
企業製品の風評被害
防止に向けた取組

・県6月補正予算において、県産農林水
産物の放射性物質のモニタリング調査
を強化する「農林水産物安全・安心モニ
タリング調査事業」を創設
・7月26日から調査開始
・9月8日時点で、39品目226件の農林水
産物全てにおいて検出されず

・県６月補正において、農林水産物の生
産・出荷団体が、自ら放射線量を測定
し、安全・安心な販売活動体制を構築す
るために必要な簡易型放射線測定機器
を導入する経費の一部について補助す
る「農林水産物安全・安心販売体制づく
り支援事業」を創設
・1次募集（7月20日締め切り）で１８台の
要望があり全て交付決定(9/5変更承認
により17台)
・2次募集で１団体2台の申請がある見
込み(2次募集は継続中)

・収穫期、漁期を迎えた農林水
産物から順次調査を実施

・申請があった時点で、早期に
交付決定

プランの内容
取組状況 今後の予定

今後の予定取組状況
プランの内容
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等
・海岸堤防等損壊箇所の復旧
　八戸市　L=680m　三沢市　L=1,430m
　おいらせ町　L=3,260m

農林水産省所管分：災害査定（平
成23年6月末予定）後、工事着手

・平成23年6月20日～23日に、災害査定
実施

・実施設計書作成作業中

・平成23年9月に工事着手（農
林水産省所管分：三沢市1,130
ｍ、おいらせ町1,196ｍ）

・9月下旬、一部工事着手

・人工砂丘（砂の飛散防止、防災林保護）の決
壊、
損壊箇所の復旧
　三沢市　決壊L=2,730m　 損壊L=2,800m

農林水産省所管分：災害査定（平
成23年6月末予定）後、工事着手

・平成23年6月20日～23日に、災害査定
実施

・実施設計書作成作業中

・8月29日、一部工事着手

・平成23年9月に工事着手（農
林水産省所管分：三沢市　決壊
L=2,313ｍ、損壊 L=3,200ｍ）

項目 取組内容 予定等

航路・泊地の復旧

・漁船の出入港の安全確保のための航路・泊
地の支障物撤去
　八戸漁港、三沢漁港等

平成23年4月着手 ・平成23年5月6日に、漁港に沈んでいる
漁船、車両などの支障物の撤去終了
・白糠漁港、尻屋漁港、野牛漁港の浚渫
作業終了
・八戸漁港、百石漁港、三沢漁港、小舟
渡漁港の堆積した土砂の浚渫作業は終
了し、陸揚げした土砂の処分作業中

係留施設の復旧

・水産物の陸揚げのための岸壁、物揚場、船
揚場の復旧
　八戸漁港、三沢漁港等

災害査定(平成23年6月)後、工事
着手
※三沢漁港　夏イカ漁に合わせ、
浮桟橋は平成23年5月工事着
手、8月を目途に完了

・平成23年5月に、三沢漁港の浮桟橋、
船揚場の復旧工事に着手し、船揚場応
急工事は8月15日に完了、浮桟橋は8月
末に完了
・国の災害査定を終了 ・9月第1週から順次工事発注

外かく施設の復旧
・港内静穏度のための防波堤復旧、波浪から
の漁港用地保護のための護岸復旧
八戸漁港、三沢漁港、関根漁港等

災害査定(平成23年6月)後、工事
着手

・国の災害査定を終了 ・9月第1週から順次工事発注

漁港道路の復旧
・アクセス機能確保のための舗装復旧等 災害査定(平成23年6月)後、工事

着手
・国の災害査定を終了 ・9月第1週から順次工事発注

漁港環境施設
海岸環境施設の復旧

・漁港内緑地広場、トイレや休憩施設の復旧 災害査定(平成23年6月)後、工事
着手

・9月第３週以降に、県単独事業
により工事着手

漁業集落排水処理施
設の復旧

・排水処理施設、中継マンホールポンプ復旧
　階上町（大蛇漁港）

平成23年5月着手 ・被災した排水処理２系統のうち、１系統
について５月２４日に仮復旧し、汚水処
理を再開
・本格復旧工事（建築工事、機械・設備
工事）を８月８日に契約
・国の災害査定を平成23年7月25日から
28日に実施

〈インフラ復興〉　（１）　国土保全基盤（海岸・河川施設）

プランの内容
取組状況

＜インフラ復興＞　（３）　漁業基盤（漁業施設）

今後の予定

海岸施設の復旧
三沢海岸
百石海岸
横道海岸
市川海岸

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

農地の復旧

・応急工事によるゴミ、土砂等の排除（おいら
せ町7.1ha）
・塩害防止対策（おいらせ町28.7ha）
・災害復旧事業（八戸市、おいらせ町、十和田
市）
・除塩事業（八戸市、おいらせ町）

・応急工事を平成23年4月下旬か
ら実施
・石灰の施用を平成23年4月下旬
から実施
・災害査定（平成23年5月下旬）
後、工事着手
・国の第１次補正において、除塩
事業に係る予算を計上
・県も平成23年5月補正予算にお
いて、除塩事業に係る予算を提
案予定

・県５月補正において、「被災農地緊急
除塩事業」を創設
八戸市
・市単独で土砂排除を実施
・除塩対策についてｱﾝｹｰﾄによる意向調
査を実施
・アンケート結果に基づき、現地におい
て査定にむけた調査を実施
・国による二次査定を7月19～22日に実
施

おいらせ町
・一部応急工事を実施
・平成23年5月30日から6月3日に災害査
定を実施
・査定結果に基づき、本年度の作付け箇
所における除塩対策を実施

十和田市
・平成23年5月30日から6月3日に災害査
定を実施

八戸市
・査定結果に基づく復旧工事を
実施（～平成24年3月）

おいらせ町
・査定結果に基づく復旧工事を
実施（～平成24年3月）

十和田市
・査定結果に基づく復旧工事を
実施（平成23年10月～平成24
年3月）

農業用施設の復旧

・排水路等の復旧　三沢市9箇所
・水路、農道の復旧　おいらせ町8箇所、中泊
町1箇所

・災害査定（平成23年5月下旬）
後、工事着手
・用水確保が必要な地区は、応急
工事を平成23年4月中旬から実
施

三沢市
・平成23年5月30日から6月3日に、排水
路3か所で、災害査定を実施
・その他小規模な被災か所については、
排水路2か所を自力復旧中（平成23年6
月～平成24年4月）

おいらせ町
・小規模な被災水路2か所を自力復旧済
み
・小規模な被災農道3か所を自力復旧
済み(平成23年5月）

中泊町
・応急工事を実施
・平成23年5月30日から6月3日に災害査
定を実施
・査定結果に基づき、復旧工事を実施中

三沢市
・査定結果に基づく復旧工事を
実施（平成23年9月～平成24年
3月、海岸防災林復旧と関連す
る工事は平成25年3月まで)
・その他は自力復旧（平成23年
10月～平成24年3月）

おいらせ町
・水路2か所を自力復旧（平成23
年10月～平成24年3月）

＜インフラ復興＞　（４）　農業基盤（農地・農業用施設）
プランの内容

取組状況 今後の予定
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部局等名　農林水産部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

集落排水施設の復旧
・操作基盤の復旧　三沢市1箇所
・破損施設の復旧　おいらせ町1箇所

災害査定（平成23年5月下旬）
後、工事着手
※おいらせ町は町単独費で平成
23年5月工事着手

三沢市
・平成23年5月30日から6月3日に災害査
定を実施

おいらせ町
・町単独による復旧工事を実施中(平成
23年5月～12月)

三沢市
・査定結果に基づく復旧工事を
実施（平成23年9月～平成24年
3月）

農地海岸の復旧
・農地海岸保全施設の復旧
　深浦町　L=90m

災害査定（平成23年5月下旬）
後、工事着手

深浦町
・平成23年5月30日から6月3日に災害査
定を実施
・査定結果に基づき復旧工事を実施中
（平成23年8月6日～12月）

（１）　これまでの主な取組（廃棄物の撤去）

項目 取組内容 予定等
漁港に沈んでいる漁船や車両の位置把握・撤
去

平成23年5月末を目途に完了予
定

・平成23年5月6日に、漁港に沈んでいる
漁船や車両の位置把握・撤去を完了

漁港に漂流・漂着した廃棄物の撤去 平成23年6月末を目途に完了予
定

・漁港に漂流・漂着した廃棄物を集積
し、撤去作業中

・平成23年8月末を目途に完了

流木
沖合に流出した県産原木(600㎥)の回収 事業者により回収済み（平成23年

3月末)
・H23.3.31に回収作業終了
（回収  約５０㎥）

＜インフラ復興＞　（４）　農業基盤（農地・農業用施設）

プランの内容
取組状況 今後の予定

〈支障物・がれきの撤去〉

漁港

今後の予定
プランの内容

取組状況
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部局等名　　県土整備部

項目 取組内容 予定等
県営住宅の提供
（平成23年5月2日現
在）

・32戸の住戸に入居決定済
・45戸の空住戸を確保し、募集中

今後、主に県外からの被災者に
提供

・延べ65戸の住戸に入居決定済
・28戸の空住戸を確保し、募集中

引き続き、空住戸を確保し被
災者に提供する

市町村営住宅の提供
（平成23年5月2日現
在）

・76戸の住戸に入居決定済
・107戸の空住戸を確保し、募集中

今後、主に県外からの被災者に
提供

・延べ101戸の住戸に入居決定済
・63戸の空住戸を確保し、募集中

引き続き、空住戸を確保し被
災者に提供する

建設・購入資金、補修
資金の融資実施

・平成23年3月14日から独立行政法人住宅金
　融支援機構が融資を実施
・県並びに青森市、弘前市及び八戸市は、機
　構からの委託により現場審査を実施
・建設・購入資金は、3年間の元金据置と返済
　期間の延長、補修資金は、１年間の元金据
　置が可能

・申込者からの申請により現場審
　査を実施
・国が第1次補正において、融資
　金利の引下げ、元金据置期間・
　返済期間の延長等に係る予算
　を計上

申請件数なし
申込者からの申請により現場
審査を実施

＜生活再建＞２　雇用対策の強化　（１）　雇用機会の創出

項目 取組内容 予定等

県発注公共工事にお
ける緊急雇用対策の
実施

平成23年5月9日以降、県発注工事における総
合評価競争入札及び工事成績評定の際に、
被災者の雇用実績を評価することにより、工
事請負者に対し、被災者の雇用を促し、被災
者の生活再建を支援

・工事請負者等に対する情報提
　供等の実施
・5月9日以降に入札公告した総合
　評価入札及び同日以降に完成
　した工事に適用

平成25年3月31日までの緊急雇用対策とし
て実施中

-

＜産業復興＞２　企業活動の維持と早期復興　（１）　事務活動及び経営安定化の支援

項目 取組内容 予定等

税制面、手数料等の
支援

平成23年3月30日に、工業用水道料金の一部
減免措置を実施

工場の操業再開まで実施
工場が操業再開したため、平成23年
9月1日に終了

-

税制面、手数料等の
支援

八戸港の港湾施設使用料等の減免措置を実
施

実施可能なものから順次実施予
定

平成23年6月13日より入港料、係留施設使
用料、荷役機械使用料について最長3年間
減免の措置を実施中

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

プランの内容
取組状況

〈生活再建〉１　当面の資金と住宅の確保　（２）　住宅確保の支援

プランの内容
取組状況

今後の予定

今後の予定

プランの内容
取組状況

今後の予定
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部局等名　　県土整備部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

・海岸堤防等損壊箇所の復旧
　八戸市　L=680m　三沢市　L=1,430m
　おいらせ町　L=3,260m

国土交通省所管分：災害査定（平
成23年5月下旬）後、工事着手
農林水産省所管分：災害査定（平
成23年6月末予定）後、工事着手

・国土交通省所管分：
　平成23年5月24日～27日に災害査
　定実施
・８月、発注済み

年度内完成予定

・防潮水門損壊の復旧　おいらせ町　2基
国土交通省所管:災害査定（平成
23年5月下旬）後、工事着手

平成23年5月24日～27日に災害査定実施 10月発注予定

・突堤損壊箇所の復旧
　三沢市2基、おいらせ町4基

国土交通省所管：災害査定（平成
23年5月下旬）後、工事着手

・平成23年5月24日～27日に災害査定
　実施
・８月、発注済み

年度内完成予定

・離岸堤損壊箇所の復旧　八戸市 10基
国土交通省所管：災害査定（平成
23年5月下旬）後、工事着手

・平成23年5月24日～27日に災害査定
　実施
・８月、発注済み

年度内完成予定

・馬淵川（国管理河川）の被災堤防等の復旧
　八戸市　L=2,200m

災害査定後、工事着手 平成23年5月10日災害査定現地調査実施 今年度工事着手（国）

・五戸川他3河川（県管理河川）等の被災堤防
　等の復旧　八戸市他　L=810m

災害査定（平成23年5月下旬）後、
工事着手

・平成23年5月24日～27日に災害査定
　実施
・7月、一部発注済み

順次発注予定

・三沢川（市管理河川）の被災護岸等の復旧
　三沢市L=200m

国の補助事業の活用を検討
国の補助事業で、今年度工事
着手（三沢市）

・上流に流された座礁漁船の撤去 平成23年5月を目途に完了 平成23年5月28日撤去完了 －

環境利便施設の復旧

・名勝・県立自然公園種差海岸の被災箇所
（白
　浜海岸公衆トイレ）及び河川公園遊歩道等
の

平成23年度内を目途に完了
・白浜海岸公衆トイレは発注済み
・更衣室・ｼｬﾜｰ･ﾄｲﾚ、一部供用開始済

年度内完成予定

〈インフラ復興〉　（１）　国土保全基盤（海岸・河川施設）
プランの内容

海岸施設の復旧
三沢海岸
百石海岸
横道海岸
市川海岸

河川施設の復旧

取組状況 今後の予定
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部局等名　　県土整備部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜インフラ復興＞（２）　物流の基盤（八戸港）

項目 取組内容 予定等

北防波堤の復旧、及び静穏度向上のための
応急復旧工事の実施

国の一次調査（平成23年5月）後、
工事実施

・中央部、平成23年5月11～12日に一
　次調査を実施
・復旧費117億円が予算措置された
・6月、応急工事発注
・先端部、平成23年7月19～20日に三
　次調査を実施
・9月、中央部、一部本工事(製作)発注

・10月以降順次発注予定
・12月、中央部応急工事完了
　予定

中央第一、第二防波堤の復旧 国の二次調査以降工事着手 平成23年6月20～21日に二次調査を実施 実施設計作業完了後着手

河原木地区航路・泊地（-14m）の復旧 国の二次調査以降工事着手 平成23年6月20～21日に二次調査を実施 実施設計作業完了後着手

八太郎地区泊地(-7.5m)外5箇所の復旧 平成23年5月着手予定
・平成23年5月26日に１箇所の応急本
　工事入札
・平成23年6月13～17日災害査定実施

9月以降順次発注予定

③係留施設の復旧 八太郎D岸壁外5箇所の復旧
災害査定（平成23年6月）後、工事
着手

・平成23年6月13～17日に災害査定
　実施
・7月、一部発注済み

順次発注予定

④臨港交通施設の復
旧

八太郎地区白銀北沼線照明柱外4箇所の復
旧

災害査定（平成23年6月）後、工事
着手

・平成23年6月13～17日に災害査定
　実施
・8月、一部発注済み

順次発注予定

⑤港湾環境整備施設
の復旧

八太郎地区緑地外4箇所の復旧
災害査定（平成23年6月）後、工事
着手

平成23年6月13～17日に災害査定実施 10月以降順次発注予定

⑥廃棄物埋立護岸の
復旧

河原木地区廃棄物埋立護岸の復旧
仮工事：平成23年5月着手予定
本工事：災害査定後、工事着手

・極端な洗掘が発見されたため、仮工
　事並びに本工事の工法再検討
・平成23年6月9日応急仮工事入札
・平成23年6月13～17日に災害査定実
　施

9月以降順次発注予定

②航路・泊地の復旧

①港内静穏度の復旧

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名　　県土整備部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

項目 取組内容 予定等

八太郎地区2号埠頭における荷役機械及びそ
の附帯施設の復旧

・仮復旧：平成23年4月を目途に
　完了
・本復旧：平成23年6月着手予定

・仮復旧として平成23年4月23日にクレ
　ーン稼働
・平成23年5月20日補助要望に対する
　国の現地調査を実施
・国の補助内定
・7月、一部発注済み

順次発注予定

八太郎地区D，E岸壁ふ頭用地　外4箇所の復
旧

平成23年6月着手予定
7月、１箇所（八太郎地区D岸壁ふ頭用地）
発注済み

順次発注予定

⑧国際港湾施設保安
設備の復旧

八太郎地区1号埠頭保安設備（フェンス、セン
サー等）外6箇所の復旧

平成23年5月着手予定

・平成23年5月、応急本工事（フェンス）
　入札実施
・平成23年6月13～17日に災害査定実
　施

順次発注予定

項目 予定等
道路の復旧 道路被災箇所の復旧 平成23年10月を目途に完了 　４月に工事発注済み １０月完了予定
（水道・環境施設）

項目 取組内容 予定等
工業用水道施設の復
旧

八戸工業用水道の送水管漏水箇所の復旧
工事着手済。平成23年5月を目途
に完了

平成23年5月9日復旧完了 －

馬淵川流域下水道の
復旧

八戸汚水中継ポンプ場の復旧 平成24年12月を目途に完了

・5月18日仮設ポンプにより送水機能
　復旧
・平成23年8月8～10日に災害査定実
　施

平成24年12月を目途に本復
旧工事を完了

（１）　これまでの主な取組（廃棄物の撤去）

項目 取組内容 予定等

道路
県道、市町村道、臨港道路のがれき・車両の
撤去

平成23年5月末を目途に完了予
定

３月末、道路上からの撤去完了 －

流出コンテナ・沈船等の支障物の位置把握・
撤去

平成23年5月末を目途に完了予
定

平成23年6月3日撤去完了 －

がれき・支障物の処理、仮置場等の確保 平成23年3月着手 がれき・支障物撤去完了（仮置場へ処理） －

河川施設 河川内の沈船等の支障物撤去
平成23年5月末を目途に完了予
定

平成23年5月28日撤去完了 －

今後の予定

（道路・交通安全施設）
プランの内容

取組状況 今後の予定

今後の予定取組状況

港湾

プランの内容

＜インフラ復興＞（５）　その他インフラ施設

プランの内容

プランの内容
取組状況

〈支障物・がれきの撤去〉

⑦港湾機能施設等
（公営企業債充当）の
復旧

取組状況 今後の予定
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部局等名 観光国際戦略局

＜産業復興＞３　「とことん元気な観光・輸出産業」の復興　（１）　誘客宣伝活動充実・強化

項目 取組内容 予定等

強力な「青森の元気」
情報発信と県内交流
人口の拡大推進

平成23年4月23日から平成23年7月22日ま
で、青森デスティネーションキャンペーン「が
んばろう日本！がんばろう東北！」を実施
・平成23年4月23日　青森デスティネーション
キャンペーン開幕
・平成23年4月29日　「東北復興プロジェクトin
弘前」の開催
・平成23年5月1日　「がんばろう東北！あお
もりアップルデー」（仙台市）の開催

平成23年7月22日まで実施

・平成23年5月12日
「がんばろう東北！あおもりアップ
ルナイター」（東京ドーム）の開催

・平成23年6月11､12日
　「ＳＬ津軽路号」運行

・平成23年5月12日
「がんばろう東北！あおもりアップルナイター」（東京
ドーム）の開催
・平成23年5月13～15日
りんごの花ツアー実施
・平成23年5月24日
韓国人俳優イ・ソジン氏によるりんご、クロマツの復
興植樹実施
・平成23年6月11日、12日
「ＳＬ津軽路号」運行
・平成23年7月2日、9日
りんご植樹ツアーの実施
・平成23年7月3日、16日、17日
クロマツ植樹ツアーの実施
・7月23日
県民宿泊モニターキャンペーン募集開始
・9月1日
県民宿泊モニターキャンペーン開始

・9月15日
　「青森県観光セミナー」（知事
トップセールス）開催（東京都）
・10月
ヒバ植樹ツアーの実施
・11月～
旅行業者への商品造成支援、県
外からのモニターツアー実施

強力な「青森の元気」
情報発信と県内交流
人口の拡大推進

平成23年4月から、県内観光地の「安全・安
心・元気」な情報を観光ホームページ外国語
版（英語、韓国語、中国語）により海外へ発
信

引き続き実施
・県のホームページとリンクさせ県内の環境放射線
の測定結果を発信
・青森県の観光情報を随時発信

強力な「青森の元気」
情報発信と県内交流
人口の拡大推進

平成23年4月から、「がんばろう東北！青森
から東北の元気伝えます。」をキャッチフレー
ズに、復興に向けた県内の観光関連の元気
な取組を「まるごと青森ブログ」、首都圏等の
メディア関係者、インフルエンサーを通して情
報発信

引き続き実施

・「がんばろう東北！青森から東北の元気伝えま
す。」をキャッチフレーズに、復興に向けた県内の観
光関連の元気な取組を「まるごと青森ブログ」で発
信（9/7日現在70回）
・イ・ソジン氏による復興植樹をスポーツ紙等の記者
を招聘することにより各紙掲載。
・復興支援プレゼントパブリシティを首都圏16媒体で
展開。
・6月29日の「いい旅夢気分」（テレビ東京・1時間番
組）で、震災復興シリーズとして青森県特集放送。
・福島県の親子200名を招待した「十和田・奥入瀬サ
マーキッズキャンパス」のパブリシティ（8月14日付け
東京新聞）

引き続き実施

今後の予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

プランの内容
取組状況
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部局等名 観光国際戦略局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞３　「とことん元気な観光・輸出産業」の復興　（１）　誘客宣伝活動充実・強化

項目 取組内容 予定等

強力な「青森の元気」
情報発信と県内交流
人口の拡大推進

「日本の祭りｉｎあおもり2011」の開催を通じた
「東北の元気」発信と復興を応援する取組の
展開

平成23年9月24、25日開催予定

・「がんばろう日本！がんばろう東北！　交流　～つ
ながる　つなげる　ふるさとの祭り～」をテーマに東
北６県の伝統芸能の共演を企画。
・メイン会場（青森市文化会館）に、青森県で避難生
活を送っている被災者を招待。

・９月24、25日
「日本の祭りｉｎあおもり2011」開
催

強力な「青森の元気」
情報発信と県内交流
人口の拡大推進

県内留学生のブログを通じた安心・安全な県
産品や風光明媚な観光名所等の母国への
情報発信

平成23年9月から実施予定

当取組を円滑かつ効果的に進めるために、県内大
学や企業、関係機関との産学官で連携し意見を出
し合い、実施方法を検討するための第２回目のＷＧ
を７月１５日に行った。

ＷＧ内で引き続き実施方法等に
ついて協議し、９月からの実施を
予定している。

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名 観光国際戦略局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞３　「とことん元気な観光・輸出産業」の復興　（１）　誘客宣伝活動充実・強化

項目 取組内容 予定等

「元気な東北」広域連
携による誘客促進

平成23年4月28日から、東北各県の連携に
よる「東北の元気」を国内外に発信する誘客
プロモーションを展開（東北観光復興ポータ
ルサイトの開設）

引き続き実施

・平成23年7月8日～10日
「みちのく観光物産市」開催（東京都）
・7月23日
「群馬×東北　夏の観光げんき市」開催（大宮駅）

・9月29日～10月2日
「ＪＡＴＡ国際観光フォーラム・旅
博２０１１」における観光ＰＲの実
施（東京都）

「元気な東北」広域連
携による誘客促進

北東北三県の連携による「北東北の元気」を
全国に発信する誘客プロモーション等の実施

・県外における合同プロモーション
の実施（平成23年6月実施予定）
・がんばろう東北！観光振興セミ
ナーの開催（平成23年9月開催予
定）

・平成23年6月14日～16日
福岡地区の旅行エージェントやマスコミ機関を北東
北へ招聘
・9月9日～10日
「がんばってます北東北！観光復興・応援フェア」開
催（福岡市）

・県外における合同プロモーショ
ンを継続実施

「元気な東北」広域連
携による誘客促進

平成23年7月28日から平成23年8月20日ま
で、全国高等学校総合体育大会「2011 熱戦
再来 北東北総体」を青森、岩手、秋田の北
東北三県が共同で開催
・平成23年7月28日
　総合開会式　「マエダアリーナ」

平成23年7月28日から平成23年8
月20日まで開催

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名 観光国際戦略局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞３　「とことん元気な観光・輸出産業」の復興　（２）　海外との交流による復興の促進

項目 取組内容 予定等

海外との絆を生かした
インバウンドとビジネ
スの充実・強化による
復興の促進

輸出品の安全性確保対策の実施
平成23年3月15日
台湾向けりんご選果こん包施設登録業者及
び台北駐日経済文化代表処に対して、環境
放射線モニタリング調査結果情報等の周知
平成23年3月24日
県内の生産・流通・販売・輸出関係団体及び
県外の市場並びに小売関係団体に対して、
環境放射線モニタリング調査結果情報を周
知
平成23年4月1日～
ＥＵ向けの食品等について、ＥＵの規則に
則った農林水産省の通知に基づき、県が産
地等の証明書を発行（ただし、水産品は水産
庁で発行）

政府間の協議に基づき、シンガ
ポール及びEFTA加盟国（アイスラ
ンド、ノルウェー、スイス、リヒテン
シュタイン）向けの食品について、
県が産地等の証明書を発行（ただ
し、水産品は水産庁で発行）

今後、協議の整った国から順次、
県が産地等の証明書を発行

海外向けに輸出される食品等に関する証明書の発
行について、申請手続や証明に必要となる書類等
を県ホームページに掲載。
＜証明書発行件数(9/8現在)＞
　EU、EFTA：56件
　シンガポール：35件
　マレーシア：11件
　韓国：16件
　タイ：8件
　ブラジル：0件
  ポリネシア：0件
　合計：126件

平成23年6月9日
知事による台北駐日経済文化代表処への表敬訪問

平成23年6月20日
知事とりんご関係団体等による台北駐日経済文化
代表処への表敬訪問

平成23年7月21日
知事と輸出関係団体が台湾の政府機関・貿易商社
等を訪問

平成23年10月
台湾での知事トップセール

海外との絆を生かした
インバウンドとビジネ
スの充実・強化による
復興の促進

県産品の早期の輸出回復を目指した取組を
実施

・県内企業の海外商談会や見本
市等への参加支援
・現地商談会の開催（シンガポー
ル、 ベトナム、中国）
・大連市のバイヤー招聘
・中国大連市とのチャーター便の
実施
・中国のりんご等輸入商社招聘
・日本のりんご等輸出商社との産
地商談会の開催
・県産品フェア等の実施
（シンガポール、香港、中国）

・県内企業の見本市等支援
　香港見本市FOOD EXPO(8月11日～13日)
・現地商談の実施
　シンガポール(8月15日～16日)
他の海外商談会への参加や見本市出展に向けて
は、一部募集をしているほか、出展支援のための準
備を行っている。
・　韓国バイヤー招へい(9月7～8日）

・県内企業の見本市等支援
　ハバロフスク見本市（9月28日
～10月1日）
　大連商談会（10月28日～29日）
　上海見本市（11月）
・現地商談会の開催
　シンガポール(8月15日～16日)
　ベトナム(11月、12月)
　中国(12月）
・大連市のバイヤー招聘（10月）
・中国大連市とのチャーター便の
実施（10月）
・中国等のりんご等輸入商社招
聘(10月)
・県産品フェア等の実施
　香港(11月)
　中国(12～1月）

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名 観光国際戦略局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞３　「とことん元気な観光・輸出産業」の復興　（２）　海外との交流による復興の促進

項目 取組内容 予定等

海外との絆を生かした
インバウンドとビジネ
スの充実・強化による
復興の促進

平成23年4月から、旅行エージェントやメディ
アとのネットワークを活用した、インバウンド
客の早期回復に向けた取組を実施

・旅行エージェント・メディア訪問
（韓国、中国（上海、広州）、香港、
台湾）
・旅行エージェント・メディア招聘
（韓国、香港、中国（広州）、台湾）
・旅行エージェントへの広告助成
（韓国、台湾）

・旅行エージェント・メディア訪問
  平成23年4月26、27日　韓国
  平成23年5月9～12日    台湾
  平成23年5月23、24日　韓国
  平成23年5月12～19日　中国（上海、広州）
　平成23年6月12日～15日　香港
  平成23年7月27日～28日　大連
　平成23年８月10日～11日　韓国
　平成23年8月25、26日　台湾
　平成23年8月30日～9月2日　台湾
・平成23年5月23、24日　韓国人俳優イ・ソジン氏招
聘
・平成23年6月23日～25日　台湾メディア招聘
・平成23年6月24日～27日　韓国メディア
招聘
・知事トップセールス（旅行エージェント等訪問）
　平成23年7月17～20日　韓国
　平成23年7月20～22日　台湾

・10月知事トップセールス（台湾）
旅行エージェント等訪問
・11月知事トップセールス（韓国・
香港）旅行エージェント等訪問
・旅行エージェント、メディア招聘
（韓国、台湾、香港）
・旅行エージェントへの広告助成
（韓国、台湾、香港）

海外との絆を生かした
インバウンドとビジネ
スの充実・強化による
復興の促進

中国語版県産品ホームページを活用した、
県産品の安全性と本県の復興状況に係る情
報発信を実施

平成23年9月から実施予定

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名 観光国際戦略局　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞３　「とことん元気な観光・輸出産業」の復興　４　風評被害の防止

項目 取組内容 予定等

農林水産物及び県内
企業製品の風評被害
防止に向けた取組

【国への要望】
・平成23年3月24日
　放射線測定等による安全性の証明、国内
外への適切な情報提供を国が実施すること
を要望
・平成23年4月11日
　農林水産物、加工食品や工業製品、観光・
サービス等に係る国内外に対する広範な風
評の払拭について、国の責任において対応
すること、併せて、輸出製品等に対する諸外
国の規制措置への対応など取引の円滑化を
図るため、国が責任を持って放射線検査体
制を整えることを要望
・平成23年4月11日
　食品の放射性物質検査・監視体制の整備・
強化や測定結果・評価結果の速やかな公表
について、国の責任において実施することを
要望

・東京港などから海外に
　向けて出発する船の貨物につい
て、平成23年4月28日から国が放
射線量を測定し、証明書を発行

・国及び原子力安全委員
　会が、平成23年4月中に大気中
の放射線量の分布や積算線量の
推定マップを作成・公表するととも
に、土壌や海洋の観測地点を増
設

・国が第1次補正予算に
　おいて、輸出に係る放射能測定
機器整備等に対して補助、及び日
本産食品の信頼回復を図るため
の情報を発信

・国が第1次補正予算に
　おいて、国が指定した検査機関
が行う輸出品に係る放射線量検
査の検査料を補助

・今後とも、風評被害の防止に向
けた取組を国に対して要望

・国が第1次補正予算に
　おいて、輸出に係る放射能測定機器整備等に要する経
費を補助する制度を創設したほか、日本産食品の信頼回
復を図るための情報を発信する取組が事業化された。

・国が第1次補正予算に
　おいて、民間検査機関による輸出品の放射線検査に要
する経費を補助する制度を創設。県内の検査機関が事業
採択され、6月20日から事業開始。

台湾向けりんごについて、県とりんご輸出関係団体による
政府機関、輸入業者、小売店などに対する現状調査を実
施。(5/30～6/1)

「平成24年度青森県重点施策提案」において、県関係国
会議員、各政党に対し、風評被害対策などの国に対する
提案内容を説明(6/25)

「平成24年度青森県重点施策提案」において、関係省庁
に対し風評被害対策などを要望(7/11,7/14)

平成23年7月27日
県産農林水産物の放射性物質モニタリング調査結果を台
湾のりんご輸入業者等へメール配信

・9/7 日台「絆（厚重情誼）」イニシアチブにより（財）交流
協会が台湾のマスコミを招へいし、本県のりんご産地を取
材

・今後も国に対して提案活動を継
続

・今後も定期的に県産農林水産
物の放射性物質モニタリング調
査結果を台湾のりんご輸入業者
等へメール配信

・9/7 日台「絆」イニシアチブによ
り（財）交流協会が台湾のマスコ
ミを招へいし、本県のりんご産地
を取材

プランの内容
取組状況 今後の予定
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部局等名　　　教育庁

項目 取組内容 予定等

保護者の負担の軽減

・県立高校の入学料について、平成23年3月
30日付けで関係規則を改正し、被災生徒の
入学料を全額免除
・私立高校等に対する授業料軽減事業にお
ける家計急変の要件を拡充し、被災生徒の
授業料軽減額が最高額になる支援措置を講
じることとして、平成23年4月7日付けで私立
高校等に周知し、適切な対応を要請

引き続き、被災者に対する情
報提供に努めるとともに、各学
校に対し、適切な対応を依頼
支援の財源となる基金の措置・
充実について、国に対して引き
続き要望

・県立高校の入学料の免除件数、28件
　（平成23年9月1日現在）
・県立高校及び県立中学校の入学者選
抜手数料についても、平成23年4月14日
付けで関係規則の改正等により、被災生
徒を全額免除等（平成23年3月11日から
適用）
　免除件数、3件
　（平成23年9月1日現在）
・国の平成23年度第一次補正予算に伴
い「被災幼児就園支援事業」「被災児童
生徒就学援助事業」「奨学金事業」「被災
児童生徒等特別支援教育就学奨励事
業」について予算を措置

・引き続き、被災者に対する情報提供に努
めるとともに、各学校に対し、適切な対応を
依頼
・「被災幼児就園支援事業」等の交付要綱
を関係機関に周知し、補助金を交付予定

被災した児童生徒の
心のケア

・平成23年3月23日から震災に係るスクール
カウンセラーを八戸市等に順次派遣
・平成23年4月13日の市町村教育委員会教
育長会議及び平成23年4月15日の県立学校
長会議において協力依頼
・また、不安を抱える避難生徒等が安心して
学校生活を送れるよう4月15日付けで各県立
学校等に通知

引き続き、スクールカウンセ
ラーの重点的な配置等による
心のケアを実施

・震災に係るスクールカウンセラーの派
遣を実施
　・八戸市に9回
　・弘前市に7回
（平成23年9月1日現在）
・国の平成23年度第一次補正予算に伴
い「緊急スクールカウンセラー等派遣事
業（私立学校を含む）」について予算を措
置

・引き続き、スクールカウンセラーの重点的
な配置等による心のケアを実施
・「緊急スクールカウンセラー等派遣事業
（私立学校を含む）」の交付要綱を関係機
関に周知し、要請に応じてスクールカウン
セラー等を派遣する

被災地域からの児童
生徒に対する支援

・被災地域の児童生徒等の県内高校等への
転入学について、手続の弾力化を行い、速
やかに受入れる旨、平成23年3月24日付けで
関係県教育委員会等に通知［他県からの受
入児童生徒数：205名（平成23年4月22日現
在）］

引き続き、被災者に対する情
報提供に努めるとともに、各学
校に対し、適切な対応を依頼

被災者に対する情報提供に努めるととも
に、各学校に対し、適切な対応を依頼
［公立学校における他県からの受入幼児
児童生徒数：209名（平成23年5月1日現
在）］
・国の平成23年度第一次補正予算に伴
い「被災児童生徒就学援助事業」等につ
いて予算を措置

・引き続き、被災者に対する情報提供に努
めるとともに、各学校に対し、適切な対応を
依頼
・「被災児童生徒就学援助事業」等の交付
要綱を関係機関に周知し、補助金を交付予
定

＜生活再建＞３　健康で安心して暮らせる生活環境の確保　（２）　児童生徒の就学支援

今後の予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

プランの内容
取組状況
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部局等名　　　教育庁　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

＜産業復興＞３　「とことん元気な観光・輸出産業」の復興　（１）　誘客宣伝活動充実・強化

項目 取組内容 予定等

「元気な東北」広域連
携による誘客促進

平成23年7月28日から平成23年8月20日ま
で、全国高等学校総合体育大会「2011 熱戦
再来 北東北総体」を青森、岩手、秋田の北
東北三県が共同で開催
・平成23年7月28日
　総合開会式　「マエダアリーナ」

平成23年7月28日から平成23
年8月20日まで開催

・各開催県において被害状況を確認し、
大会主催者である全国高等学校体育連
盟（全国高体連）に報告
・全国高体連が、各開催県の状況を確認
し、大会開催を正式決定（4月25日）
・岩手県宮古市の開催競技について、レ
スリングを岩手県八幡平市に、ヨットを秋
田県由利本荘市に会場地を変更（5月24
日）
・平成23年7月28日
総合開会式をマエダアリーナで開催
・平成23年7月28日～8月20日
県内５市（青森、弘前、八戸、十和田、む
つ）の各競技会場で、競技種目別大会を
開催

－

（教育・福祉施設）

項目 取組内容 予定等

県立教育施設の復旧
地震や津波により破損・故障した県立学校等
の施設・設備等の整備（八戸水産高校等）

平成23年８月を目途に完了

・学校
　順次設計・工事に着工。国に復旧事業
計画書等を提出
・社会教育施設
　種差少年自然の家…事前着工済
・体育施設
　サンワアリーナ青森及びマエダアリー
ナの修繕に事前着工。災害復旧事業の
国庫補助申請準備

・学校
　国庫補助対象の工事については国に申
請を行う。（国庫の場合は平成23年度末完
了予定）
・社会教育施設
　国庫補助の申請。国の現地調査（９月）。
・体育施設
　国庫補助の申請。国の現地調査（９月）。

市町村立教育施設の
復旧支援

災害復旧事業の国庫補助申請等に係る市町
村への助言・支援

平成23年５月以降、適宜実施

・学校
　災害状況を把握し、国に報告
・社会教育施設
　一部事前着工済（八戸市公民館）。八
戸市児童科学館国庫補助申請手続中。
・体育施設
　災害状況を把握し、国に報告

・学校
　市町村の国庫補助申請に係る助言・指導
・社会教育施設
　国庫補助申請書類の審査。国の現地調
査（９月）。
・体育施設
　引き続き情報収集に努める。

＜インフラ復興＞（５）　その他インフラ施設

取組状況 今後の予定

プランの内容
取組状況 今後の予定

プランの内容
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部局等名　警察本部

項目 取組内容 予定等

交通安全施設の復旧
整備

津波等により損壊・故障した信号機、道路標
識等の復旧整備

平成23年7月を目途に完了

・信号機については、工事発注済み作
業中
・道路標識等については、９月工事着
手予定

・信号機については、復旧済
・道路標識等については、道
路被災個所の復旧に合わせ
て着手
・道路標識については、１２月
上旬復旧予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　復興プランの取組状況

プランの内容
取組状況 今後の予定

〈インフラ復興〉（５）その他インフラ施設（道路・交通安全施設）
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